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ま　え　が　き

　アレルギー疾患に関する実態については、平成16年から平成17年にかけて全国的な調査を実
施し、その結果が平成19年３月に「アレルギー疾患に関する調査研究報告書」として文部科学
省から発表されました。この報告書では、学校やクラスに、アレルギー疾患を有する児童生徒が
いるという前提に立った学校の取組が必要であるとの認識が示されました。また、アレルギー疾
患を有する児童生徒に対して、学校が、医師の指示に基づき必要な教育上の配慮を行うことがで
きるような仕組み作りについての提言もなされました。
　その後、平成20年に文部科学省スポーツ・青少年局学校健康教育課の監修のもと、日本学校
保健会から「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン」（以下、ガイドライン）を
発行しました。学校におけるアレルギー疾患への対応は、ガイドラインに基づき、取組が行われ
ています。
　このような状況を踏まえ、学校における取組の一層の充実を図る観点から、日本学校保健会（文
部科学省委託事業）では、平成25年度に、児童生徒の実態及び学校における取組の現状などを
把握し、有効な対応方策を検討するための全国調査を実施しました。
　また、社会全体のアレルギー疾患対策として、平成26年にアレルギー疾患対策基本法が成立し、
平成29年にアレルギー疾患対策の推進に関する基本的な指針（以下、基本指針）が策定されま
した。基本指針においても、アレルギー疾患対策の推進に関する重要事項として、ガイドライン
及び文部科学省が作成した「学校給食における食物アレルギー対応指針」等を周知し、実践を促
すとともに、学校の教職員等に対するアレルギー疾患の正しい知識の習得や実践的な研修の機会
の確保等について、教育委員会等に対して必要に応じて適切な助言及び指導を行うこと、また、
教職員等に対するアレルギー疾患の正しい知識の習得や実践的な研修の機会の確保、アレルギー
疾患の正しい知識の啓発に努めることなどが示されました。
　このような背景から、今般、児童生徒の各種アレルギー疾患の実態や教育委員会、学校等の取
組状況などを把握するために、約10年ぶりに調査を実施しました。この調査結果から、実態や
課題を把握するとともに、アレルギー対策のための支援方策の検討を行うなど、すべての児童生
徒が安心して学校生活を送ることができるよう、各学校等におけるアレルギー疾患に対する取組
の充実が図られることを期待しています。
　末尾となりましたが、本調査にあたって、御尽力いただきました皆様方に心から感謝申し上げ
ます。

　令和５年３月
� 公益財団法人日本学校保健会
� 会長　中川 俊男
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アレルギー疾患に関する調査

〈調査研究計画〉
１．調査の名称 　　「アレルギー疾患に関する調査 」

２．調査目的
 近年、アレルギー疾患を有する児童生徒に対する学校の対応は多岐にわたるとともに、今後、
ますますの取組の充実が求められる状況にある。日本学校保健会（文部科学省委託事業）では、
平成25年度に、児童生徒の実態及び学校における取組の現状などを把握し、有効な対応方策を
検討するための全国調査を実施した。それからほぼ10年が経過することから、このたび、学校
でのアレルギー疾患に関する調査を実施し、実態を把握した上で、今後の学校での取組等の充実
を図ることを目的とする。 

３．調査内容　　アレルギー疾患に関するインターネット調査 

４．調査対象
　①　全国の公立小・中・高・特別支援・義務教育・中等教育学校 
　②　市区町村教育委員会（指定都市を含む） 
　③　都道府県教育委員会 

５．調査方法 
　各教育委員会及び学校は、調査期間内にインターネット上の開設してある調査ページへアクセ
スし、調査票の各設問に回答を入力し、送信する。 

６．調査期間 　　令和４年10月20日（木）～12月16日（金）

７. 調査票の回答数
　①　学校調査
　　・校種別回答校数（率）

　 回答校数 学校数＊ 回答率
小学校 14,362 18,851 76.2%
中学校 6,989 9,164 76.3%
高等学校 3,007 3,489 86.2%
特別支援学校 923 1,111 83.1%
義務教育学校 159 172 92.4%
中等教育学校 26 35 74.3%

計 25,466 32,822 77.6%

　＊学校数：令和４年度学校基本調査より（公立）
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　・回答校の校種別児童生徒数
　 児童生徒数 在学者数＊ 割合
小学校 4,458,491 6,035,384 73.9%
中学校 2,184,204 2,931,722 74.5%
高等学校 1,486,444 1,933,568 76.9%
特別支援学校 115,026 144,858 79.4%
義務教育学校 49,970 63,789 78.3%
中等教育学校 15,028 23,411 64.2%
計 8,309,163 11,132,732 74.6%

　＊在学者数：令和４年度学校基本調査より（公立）

　②　市区町村教育委員会調査
　 回答数 機関数＊ 回答率

市区町村教育委員会 1,306 1,740 75.1%

　＊令和３年度の機関数

　③　都道府県教育委員会調査
　 回答数 機関数 回答率

都道府県教育委員会 47 47 100.0%

８．調査結果の見方
　調査結果の割合（％）は、小数点第２位を四捨五入したため、合計した値が100.0（％）とな
らないところがあるが、表では百分率を示すため合計を100.0（％）と表記している。
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【都道府県教育委員会調査】

　　　都道府県教育委員会における学校におけるアレルギー対応に関する委員会の設置状況つい
て、最も近いものを１つ選んでください。

　学校におけるアレルギー対応に関する委員会の設置を「単独で設置」が36.2％、「学校保健関
係の委員会として設置」が14.9％で、約半数の都道府県教育委員会が設置している。
　設置していない教育委員会は48.9%であった。

　　　問１で「c 設置していない」と回答された方にお聞きします。設置していない理由につい
て、該当する選択肢をすべて選んでください。� （回答教育委員会数　23）

　設置していない理由として、「学校単位で委員会を設置し、対応している」が60.9％と最も多
く、次いで「個々の児童生徒の状況により、個別に対応している」が43.5％、「他の業務が忙し
い」が8.7％、「必要性を感じない」が4.3％であった。

　　　学校給食における食物アレルギー対応に関するマニュアルや指針の状況について、最も近
いものを１つ選んでください。

　マニュアルや指針の提示状況は、「教育委員会が独自に発行したものを提示している」が
76.6％と最も多く、次いで「日本学校保健会発行のものを提示している」が21.3％であり、ほ
とんどの教育委員会がマニュアルや指針を提示している。

問１

該当数 ％
ａ 単独で設置している 17 36.2
ｂ 単独では設置していないが、学校保健関係の委員会として設置している 7 14.9
ｃ 設置していない 23 48.9

合計 47 100.0

問２

該当数 ％
ａ 学校単位で委員会を設置し、対応しているから 14 60.9
ｂ 個々の児童生徒の状況により、個別に対応しているから 10 43.5
ｃ 専門家がいないから 0 ０
ｄ 他の業務が忙しいから 2 8.7
ｅ 必要性を感じないから 1 4.3
ｆ その他 8 34.８

問３

該当数 ％
ａ 日本学校保健会発行のものを提示している 10 21.3
ｂ 教育委員会が独自に発行したものを提示している 36 76.6
ｃ 教育委員会としては提示していない 1 2.1

合計 47 100.0

都道府県教育委員会調査
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　　　管轄の学校に提出されている食物アレルギーに対する管理指導表の都道府県教育委員会で
の把握状況について、最も近いものを１つ選んでください。

　食物アレルギーに対する管理指導表の把握状況は、「提出件数と記載内容を把握している」が
27.7％、「提出件数は把握しているが、記載内容は把握していない」が36.2％であり、63.9％
の教育委員会で提出件数を把握していた。
　「管理指導表について把握していない」は36.2％であった。

　　　2021（令和３）年度の管轄の学校における、学校給食の食物アレルギーに関するヒヤリ・
ハット事例や事故事例（誤食事例・初発事例）の把握状況に関して、該当する項目をすべて
選んでください。� （回答教育委員会数　47）

　食物アレルギーに対する事例の把握状況は、「ヒヤリ・ハット事例の報告を受けることにして
いる」が72.3％、「誤食事例の報告を受けることにしている」が87.2％、「初発事例の報告を受
けることにしている」は85.1％と多くの教育委員会で事例の報告を受けることにしている。
　「いずれの報告も受けることになっていない」は4.3％であった。

　　　問５で学校給食における食物アレルギーのヒヤリ・ハット事例等の報告を受けることにし
ている（選択肢a、b、c）と回答された教育委員会にお尋ねします。各事例の報告件数（管
轄の学校に限る）について、以下表のとおりお答えください。該当者がいない時は「０」と
記入してください。各事例のうち、報告を受けることになっていない項目については「－」
と記入してください。� （回答教育委員会数　45）

　食物アレルギーのヒヤリ・ハット事例は141件、誤食事例は120件、初発事例は124件であった。

問４

該当数 ％
ａ 毎年、管理指導表の提出件数と記載内容を把握している 13 27.7
ｂ 毎年、管理指導表の提出件数は把握しているが、記載内容は把握していない 17 36.2
ｃ 管理指導表について把握していない 17 36.2

合計 47 100.0

問５

該当数 ％
ａ ヒヤリ・ハット事例の報告を受けることにしている 34 72.3
ｂ 誤食事例の報告を受けることにしている 41 87.2
ｃ 初発事例の報告を受けることにしている 40 85.1

ｄ ヒヤリ・ハット事例、誤食事例、初発事例のいずれも報告を受けることになってい
ない 2 4.3

問６

2021（令和３）年度の報告件数
ａ ヒヤリ・ハット事例 141
ｂ 誤食事例 120
ｃ 初発事例 124

都道府県教育委員会調査

― 4 ―



　　　問６で学校給食における食物アレルギーのヒヤリ・ハット事例等の報告を受けた教育委員
会にお尋ねします。各事例の報告を受けた後の対応について、最も近いものを１つ選んでく
ださい。

　「教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等に報告するとともに、問題点の検討や対
応の見直しを行っている」が42.3％、「教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等に報
告はしていないが、問題点の検討や対応の見直しは行っている」が30.8％であり、問題点の検
討や対応の見直しを行っていない教育委員会は少なくとも7.7％あった。

　　　問５で学校給食における食物アレルギーのヒヤリ・ハット事例等の報告を受けることに
なっていない教育委員会（回答d）にお尋ねします。教育委員会でヒヤリ・ハット事例等の
報告を受けていない理由について、最も近いものを１つ選んでください。

　ヒヤリ・ハット事例等の報告を受けていない理由については「学校が、自身の設置するアレル
ギー対応検討委員会等に報告するとともに、問題点の検討や対応の見直しを行うことになってい
るため」などであった。

問７

該当数 ％

ａ 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等に報告するとともに、問題点の
検討や対応の見直しを行っている 11 42.3

ｂ 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等に報告はしているが、問題点の
検討や対応の見直しは行っていない 0 0

ｃ 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等に報告はしていないが、問題点
の検討や対応の見直しは行っている 8 30.8

ｄ 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等への報告、問題点の検討や対応
の見直しのいずれも行っていない 2 7.7

ｅ 各学校に対し、ヒヤリ・ハット事例等の情報共有をしている 5 19.2
合計 26 100.0

問８

該当数 ％

ａ 学校が、自身の設置するアレルギー対応検討委員会等に報告するとともに、問題点
の検討や対応の見直しを行うことになっているため 1 50.0

ｂ 学校給食を提供している学校がないため 0 0
ｃ 食物アレルギーの児童生徒が在籍していないため 0 0
ｄ 必要性を感じないため 0 0
ｅ 上記のいずれでもない 1 50.0

合計 2 100.0

都道府県教育委員会調査
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　　　教育委員会における医療機関や医師会との食物アレルギー対応に関する連携体制につい
て、該当する選択肢をすべて選んでください。

� （回答教育委員会数　47）

　教育委員会と医療機関や医師会との食物アレルギー対応に関する連携体制については、「教育
委員会としての食物アレルギー対応方針や計画を検討する際に、指導、助言を受けている」が
68.1％と最も多く、次いで「教育委員会や学校が主催する研修等で指導等を受けている」が
66.0％であった。
　「連携していない」は8.5％であった。

　　　消防機関との連携体制について、該当する選択肢をすべて選んでください。

� （回答教育委員会数　47）

　消防機関との連携体制については、「緊急時対応についての指導、助言を受けている」が
38.3％と最も多く、次いで「緊急時の対応について話しあっている」が25.5％であった。
　「連携していない」は38.3％であった。

問９

該当数 ％
ａ 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等の委員になっている 19 40.4

ｂ 教育委員会としての食物アレルギー対応方針や計画を検討する際に、指導、助言を
受けている 32 68.1

ｃ 学校から個別事例として相談のある食物アレルギー対応について、指導、助言を受
けている 14 29.8

ｄ 記載内容に課題のある食物アレルギーに対する管理指導表について検討を行い、医
師会等から管理指導表を記載する医師に対し改善を促してもらっている 5 10.6

ｅ 教育委員会や学校が主催する研修等で指導等を受けている 31 66.0
ｆ 緊急時の受診医療機関の調整を行っている 3 6.4
ｇ 連携していない 4 8.5

問10

該当数 ％
ａ 緊急時対応についての指導、助言を受けている 18 38.3

ｂ 平時における市区町村教育委員会や学校の取組について、指導、助言を受けている
（受けられる） 11 23.4

ｃ 食物アレルギー疾患を持つ児童生徒の情報などを提供している 11 23.4
ｄ 緊急時の対応について話しあっている 12 25.5
ｅ その他 7 14.9
ｆ 連携していない 18 38.3

都道府県教育委員会調査
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　　　2021（令和３）年度の教育委員会主催のアレルギー対応に関する研修について、該当す
る選択肢を選んでください。

　2021（令和３）年度の教育委員会主催のアレルギー対応に関する研修については、研修を行っ
た割合は63.8％であった。

　　　問11で研修を行った（選択肢a）と回答された教育委員会にお尋ねします。研修会の開催
方式について、最も近いものを１つ選んでください。　

　研修会の開催方式については、「オンライン形式で開催した」が40.0％と多く、次いで「対面
形式で開催した」が30.0％であった。
　「対面とオンライン形式の併用で開催した」は20.0％であった。

　　　問11で研修を行った（選択肢a）と回答された教育委員会にお尋ねします。アレルギー対
応に関する研修等における教材の活用状況について、該当する選択肢をすべて選んでくださ
い。� （回答教育委員会数　30）

　アレルギー対応に関する研修における教材の活用状況については、「文部科学省のホームペー
ジで公開している「学校におけるアレルギー疾患対応の基本的な考え方」等の研修資料（スライ
ド）を活用した」が40.0％、「文部科学省のホームページで公開している「学校におけるアレルギー
疾患対応の基本的な考え方」等の映像資料（YouTube・DVD等）を活用した」が30.0％であった。
　「教材は特に活用しなかった」は20.0％であった。

問11

該当数 ％
ａ アレルギー疾患に関する研修を行った 30 63.8
ｂ 研修は行わなかった 17 36.2

合計 47 100.0

問12

該当数 ％
ａ 対面形式で開催した 9 30.0
ｂ オンライン形式で開催した 12 40.0
ｃ 対面とオンライン形式の併用で開催した 6 20.0
ｄ その他 3 10.0

合計 30 100.0

問13

該当数 ％

ａ 文部科学省のホームページで公開している「学校におけるアレルギー疾患対応の基
本的な考え方」等の研修資料（スライド）を活用した 12 40.0

ｂ 文部科学省のホームページで公開している「学校におけるアレルギー疾患対応の基
本的な考え方」等の映像資料（YouTube・DVD等）を活用した 9 30.0

ｃ 文部科学省のホームページで公開している「自治体等の事例」を活用した 0 0
ｄ その他 11 36.7
ｅ 教材は特に活用しなかった 6 20.0
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　　　学校におけるアレルギー疾患への対応に関する都道府県教育委員会での取組について、該
当する選択肢をすべて選んでください。

� （回答教育委員会数　47）

　学校におけるアレルギー疾患への対応に関する都道府県教育委員会での取組については、「各
学校に対して、アレルギー疾患に関する研修会を継続的に行うよう指導している」が89.4％、「各
学校に対して、アレルギー疾患に関する委員会を設置するよう指導している」が66.0％であった。
　「学校におけるアレルギー対応については、統一した方針は示しておらず、各学校の判断に委
ねている」と回答した割合は6.4％であった。

　　　学校給食における食物アレルギー・アナフィラキシー対応における課題について、該当す
る選択肢すべてを選んでください。

� （回答教育委員会数　47）

　学校給食における食物アレルギー・アナフィラキシー対応における課題については、「アレル
ギー専用調理室や専用調理コーナーがない」が74.5％で最も多く、次いで「アレルギー対応の
ための人員配置や役割分担がされていない」が66.0％、「アレルギー専用機器がない」が
44.7％、「共同調理場方式等で代替食や除去食対応の給食が提供されていない」が34.0％、「ア
レルギー対応のための経験や知識が乏しい」が31.9%であった。
　「課題はない」は2.1％であった。

問14

該当数 ％
ａ 各学校に対して、アレルギー疾患に関する研修会を継続的に行うよう指導している 42 89.4
ｂ 各学校に対して、アレルギー疾患に関する委員会を設置するよう指導している 31 66.0

ｃ 学校におけるアレルギー対応については、統一した方針は示しておらず、各学校の
判断に委ねている 3 6.4

問15

該当数 ％
ａ アレルギー専用調理室や専用調理コーナーがない 35 74.5
ｂ アレルギー専用機器がない 21 44.7
ｃ アレルギー対応のための人員配置や役割分担がされていない 31 66.0
ｄ アレルギー対応のための経験や知識が乏しい 15 31.9
ｅ 共同調理場方式等で代替食や除去食対応の給食が提供されていない 16 34.0
ｆ 上記のいずれでもない 5 10.6
ｇ 課題はない 1 2.1
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【市区町村教育委員会調査（指定都市教育委員会を含む）】

　　　市区町村教育委員会における学校におけるアレルギー対応に関する委員会の設置状況つい
て、最も近いものを１つ選んでください。

　市区町村教育委員会における学校におけるアレルギー対応に関する委員会の設置状況は、「単
独で設置」「学校保健関係の委員会として設置」を合わせて43.3％であった。
　設置していない教育委員会は56.7%であった。

　　　問１で「c 設置していない」と回答された教育委員会にお聞きします。設置していない理
由について、該当する選択肢をすべて選んでください。� （回答教育委員会数　741）

　設置していない理由として、「個々の児童生徒の状況により、個別に対応している」が58.4％
と最も多く、次いで「学校単位で委員会を設置し、対応している」が51.0％、「専門家がいない」
が7.0％、「他の業務が忙しい」が2.0％であった。

　　　学校給食における食物アレルギー対応に関するマニュアルや指針の状況について、最も近
いものを１つ選んでください。

　マニュアルや指針の提示状況は、「日本学校保健会発行のもの」「教育委員会が独自に発行した
もの」を合わせて90.6％であり、全体として９割以上の教育委員会がマニュアルや指針の提示
をしていた。
　マニュアルを提示していない教育委員会は9.4%であった。

問１

該当数 ％
ａ 単独で設置している 316 24.2
ｂ 単独では設置していないが、学校保健関係の委員会として設置している 249 19.1
ｃ 設置していない 741 56.7

合計 1,306 100.0

問２

該当数 ％
ａ 学校単位で委員会を設置し、対応しているから 378 51.0
ｂ 個々の児童生徒の状況により、個別に対応しているから 433 58.4
ｃ 専門家がいないから 52 7.0
ｄ 他の業務が忙しいから 15 2.0
ｅ 必要性を感じないから 5 0.7
ｆ その他 56 7.6

問３

該当数 ％
ａ 日本学校保健会発行のものを提示している 332 25.4
ｂ 教育委員会が独自に発行したものを提示している 851 65.2
ｃ 教育委員会としては提示していない 123 9.4

合計 1,306 100.0
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　　　管轄の学校に提出されている食物アレルギーに対する管理指導表の市区町村教育委員会で
の把握状況について、最も近いものを１つ選んでください。

　食物アレルギーに対する管理指導表の把握状況は、「提出件数と記載内容を把握している」が
61.5％、次いで「提出件数は把握しているが、記載内容は把握していない」が16.8％であり、
合わせて78.3％の教育委員会で提出件数を把握していた。
　「管理指導表について把握していない」は21.7％であった。

　　　2021（令和３）年度の管轄の学校における、学校給食の食物アレルギーに関するヒヤリ・
ハット事例や事故事例（誤食事例・初発事例）の把握状況に関して、該当する項目をすべて
選んでください。� （回答教育委員会数　1,306）

　食物アレルギーに対する事例の把握状況は、「ヒヤリ・ハット事例の報告を受けることにして
いる」が70.9％、「誤食事例の報告を受けることにしている」が73.9％、「初発事例の報告を受
けることにしている」が65.8％であった。
　「いずれの事例の報告も受けることになっていない」は13.0％であった。

　　　問５で学校給食における食物アレルギーのヒヤリ・ハット事例等の報告を受けることにし
ている（選択肢a、b、c）と回答された教育委員会にお尋ねします。各事例の報告件数（管
轄の学校に限る）について、以下表のとおりお答えください。該当者がいない時は「０」と
記入してください。各事例のうち、報告を受けることになっていない項目については「－」
と記入してください。� （回答教育委員会数　1,136）

　食物アレルギーのヒヤリ・ハット事例は661件、誤食事例は935件、初発事例は504件あった。

問４

該当数 ％
ａ 毎年、管理指導表の提出件数と記載内容を把握している 803 61.5
ｂ 毎年、管理指導表の提出件数は把握しているが、記載内容は把握していない 219 16.8
ｃ 管理指導表について把握していない 284 21.7

合計 1,306 100.0

問５

該当数 ％
ａ ヒヤリ・ハット事例の報告を受けることにしている 926 70.9
ｂ 誤食事例の報告を受けることにしている 965 73.9
ｃ 初発事例の報告を受けることにしている 859 65.8

ｄ ヒヤリ・ハット事例、誤食事例、初発事例のいずれも報告を受けることになってい
ない 170 13.0

問６

2021（令和３）年度の報告件数
ａ ヒヤリ・ハット事例 661
ｂ 誤食事例 935
ｃ 初発事例 504
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　　　問６で学校給食における食物アレルギーのヒヤリ・ハット事例等の報告を受けた教育委員
会にお尋ねします。各事例の報告を受けた後の対応について、該当する選択肢をすべて選ん
でください。

� （回答教育委員会数　449）

　「教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等に報告するとともに、問題点の検討や対
応の見直しを行っている」が29.0％、「教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等に報
告はしていないが、問題点の検討や対応の見直しは行っている」が38.8％であり、問題点の検
討や対応の見直しを行っている教育委員会は合わせて67.8％であった。
　また、「各学校に対し、ヒヤリ・ハット事例等の情報共有をしている」は53.2％、「教育委員
会が設置するアレルギー対応検討委員会等への報告、問題点の検討や対応の見直しのいずれも
行っていない」は3.3%であった。

　　　問５で学校給食における食物アレルギーのヒヤリ・ハット事例等の報告を受けることに
なっていない教育委員会（回答d）にお尋ねします。教育委員会でヒヤリ・ハット事例等の
報告を受けていない理由について、最も近いものを１つ選んでください。

　ヒヤリ・ハット事例等の報告を受けていない理由は、「学校が、自身の設置するアレルギー対
応検討委員会等に報告するとともに、問題点の検討や対応の見直しを行うことになっているため」
が48.2％であった。「給食の提供がない」・「食物アレルギーの児童生徒の在籍がない」など現在、
報告の該当者がいない教育委員会は合わせて3.6％であり、「必要性を感じない」と回答した教
育委員会は1.8％であった。

問７

該当数 ％

ａ 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等に報告するとともに、問題点の
検討や対応の見直しを行っている 130 29.0

ｂ 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等に報告はしているが、問題点の
検討や対応の見直しは行っていない 7 1.6

ｃ 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等に報告はしていないが、問題点
の検討や対応の見直しは行っている 174 38.8

ｄ 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等への報告、問題点の検討や対応
の見直しのいずれも行っていない 15 3.3

ｅ 各学校に対し、ヒヤリ・ハット事例等の情報共有をしている 239 53.2

問８

該当数 ％

ａ 学校が、自身の設置するアレルギー対応検討委員会等に報告するとともに、問題点
の検討や対応の見直しを行うことになっているため 82 48.2

ｂ 学校給食を提供している学校がないため 3 1.8
ｃ 食物アレルギーの児童生徒が在籍していないため 3 1.8
ｄ 必要性を感じないため 3 1.8
ｅ 上記のいずれでもない 79 46.5

合計 170 100.0
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　　　教育委員会と医療機関や医師会との食物アレルギー対応に関する連携体制について、該当
する選択肢をすべて選んでください。

� （回答教育委員会数　1,306）

　教育委員会と医療機関や医師会との食物アレルギー対応に関する連携体制については、「学校
から個別事例として相談のある食物アレルギー対応について、指導、助言を受けている」が
37.7％と最も多く、次いで「教育委員会としての食物アレルギー対応方針や計画を検討する際に、
指導、助言を受けている」が33.9％であった。
　「連携していない」と回答した教育委員会は29.2％であった。

　　　消防機関との連携体制について、該当する選択肢をすべて選んでください。
� （回答教育委員会数　1,306）

　消防機関との連携体制については、「食物アレルギー疾患を持つ児童生徒の情報などを提供し
ている」が32.3％と最も多く、次いで「緊急時対応についての指導、助言を受けている」が
22.1％であった。「連携していない」と回答した教育委員会は38.0％であった。

問９

該当数 ％
ａ 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等の委員になっている 215 16.5

ｂ 教育委員会としての食物アレルギー対応方針や計画を検討する際に、指導、助言を
受けている 443 33.9

ｃ 学校から個別事例として相談のある食物アレルギー対応について、指導、助言を受
けている 493 37.7

ｄ 記載内容に課題のある食物アレルギーに対する管理指導表について検討を行い、医
師会等から管理指導表を記載する医師に対し改善を促してもらっている 105 8.0

ｅ 教育委員会や学校が主催する研修等で指導等を受けている 260 19.9
ｆ 緊急時の受診医療機関の調整を行っている 199 15.2
ｇ 連携していない 381 29.2

問10

該当数 ％
ａ 緊急時対応についての指導、助言を受けている 289 22.1
ｂ 平時における学校の取組について、指導、助言を受けている（受けられる） 251 19.2
ｃ 食物アレルギー疾患を持つ児童生徒の情報などを提供している 422 32.3
ｄ 緊急時の対応について話しあっている 191 14.6
ｅ その他 81 6.2
ｆ 連携していない 496 38.0
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　　　2021（令和３）年度の教育委員会主催のアレルギー対応に関する研修について、該当す
る選択肢を選んでください。

　2021（令和３）年度の教育委員会主催のアレルギー対応に関する研修については、研修を行っ
た割合は17.3％であった。

　　　問11で研修を行った（選択肢a）と回答された教育委員会にお尋ねします。研修会の開催
方式について、最も近いものを１つ選んでください。

　研修会の開催方式については、「対面形式で開催した」が66.4％と多く、次いで「オンライン
形式で開催した」が21.7％であった。
　「対面とオンライン形式の併用で開催した」教育委員会は9.7％であった。

　　　問11で研修を行った（選択肢a）と回答された教育委員会にお尋ねします。アレルギー対
応に関する研修における教材の活用状況について、該当する選択肢をすべて選んでください。
� （回答教育委員会数　226）

　アレルギー対応に関する研修における教材の活用状況については、「文部科学省のホームペー
ジで公開している「学校におけるアレルギー疾患対応の基本的な考え方」等の研修資料（スライ
ド）を活用した」が20.8％、「文部科学省のホームページで公開している「学校におけるアレル
ギー疾患対応の基本的な考え方」等の映像資料（YouTube・DVD等）を活用した」が13.3％、「文
部科学省のホームページで公開している「自治体等の事例」を活用した」が4.0％であった。
　「教材は特に活用しなかった」は25.7％であった。

問11

該当数 ％
ａ アレルギー疾患に関する研修を行った 226 17.3
ｂ 研修は行わなかった 1,080 82.7

合計 1,306 100.0

問12

該当数 ％
ａ 対面形式で開催した 150 66.4
ｂ オンライン形式で開催した 49 21.7
ｃ 対面とオンライン形式の併用で開催した 22 9.7
ｄ その他 5 2.2

合計 226 100.0

問13

該当数 ％

ａ 文部科学省のホームページで公開している「学校におけるアレルギー疾患対応の基
本的な考え方」等の研修資料（スライド）を活用した 47 20.8

ｂ 文部科学省のホームページで公開している「学校におけるアレルギー疾患対応の基
本的な考え方」等の映像資料（YouTube・DVD等）を活用した 30 13.3

ｃ 文部科学省のホームページで公開している「自治体等の事例」を活用した 9 4.0
ｄ その他 109 48.2
ｅ 教材は特に活用しなかった 58 25.7
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　　　学校におけるアレルギー疾患への対応に関する市区町村教育委員会での取組について、該
当する選択肢をすべて選んでください。

� （回答教育委員会数　1,306）

　学校におけるアレルギー疾患への対応に関する市区町村教育委員会での取組については、「各
学校に対して、アレルギー疾患に関する研修会を継続的に行うよう指導している」が46.3％、「各
学校に対して、アレルギー疾患に関する委員会を設置するよう指導している」が42.1％であった。
　「学校におけるアレルギー対応については、統一した方針は示しておらず、各学校の判断に委
ねている」と回答した割合は34.2％であった。

　　　学校給食における食物アレルギー・アナフィラキシー対応における課題について、該当す
る選択肢すべてを選んでください。

� （回答教育委員会数　1,306）

　学校給食における食物アレルギー・アナフィラキシー対応における課題については、「アレル
ギー専用調理室や専用調理コーナーがない」が48.9％で最も多く、次に、「アレルギー専用機器
がない」が35.8％、「アレルギー対応のための人員配置や役割分担がされていない」が30.0％、
「共同調理場方式等で代替食や除去食対応の給食が提供されていない」が21.0％、「アレルギー
対応のための経験や知識が乏しい」が19.0％であった。
　「課題はない」は12.6％であった。

問14

該当数 ％
ａ 各学校に対して、アレルギー疾患に関する研修会を継続的に行うよう指導している 605 46.3
ｂ 各学校に対して、アレルギー疾患に関する委員会を設置するよう指導している 550 42.1

ｃ 学校におけるアレルギー対応については、統一した方針は示しておらず、各学校の
判断に委ねている 446 34.2

問15

該当数 ％
ａ アレルギー専用調理室や専用調理コーナーがない 639 48.9
ｂ アレルギー専用機器がない 467 35.8
ｃ アレルギー対応のための人員配置や役割分担がされていない 392 30.0
ｄ アレルギー対応のための経験や知識が乏しい 248 19.0
ｅ 共同調理場方式等で代替食や除去食対応の給食が提供されていない 274 21.0
ｆ 上記のいずれでもない 309 23.7
ｇ 課題はない 165 12.6

市区町村教育委員会調査（指定都市教育委員会を含む）
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【学校調査】

（１）基本情報

　　　学校における児童生徒数、うちアレルギー疾患のある者等の数と管理指導表等の提出者数、
これまでのエピペンの使用実績について、お答えください。

問１

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

児童生徒数 4,458,491 2,184,204 1,486,444 115,026 49,970 15,028 8,309,163

アレルギー性鼻炎

学校が把握している数 737,774 434,205 244,674 22,399 11,051 4,631 1,454,734

有病率 16.5％ 19.9％ 16.5％ 19.5％ 22.1％ 30.8％ 17.5％

管理指導表の提出者数 8,992 3,996 1,571 695 42 23 15,319

管理指導表の提出率 1.2％ 0.9％ 0.6％ 3.1％ 0.4％ 0.5％ 1.1％

アレルギー性結膜炎

学校が把握している数 274,604 160,694 85,035 7,644 6,303 1,925 536,205

有病率 6.2％ 7.4％ 5.7％ 6.6％ 12.6％ 12.8％ 6.5％

管理指導表の提出者数 5,106 2,294 743 301 21 11 8,476

管理指導表の提出率 1.9％ 1.4％ 0.9％ 3.9％ 0.3％ 0.6％ 1.6％

アトピー性皮膚炎

学校が把握している数 262,804 114,952 67,251 6,787 3,534 930 456,258

有病率 5.9％ 5.3％ 4.5％ 5.9％ 7.1％ 6.2％ 5.5％

管理指導表の提出者数 6,613 2,411 1,100 511 34 6 10,675

管理指導表の提出率 2.5％ 2.1％ 1.6％ 7.5％ 1.0％ 0.6％ 2.3％

ぜん息

学校が把握している数 230,509 83,774 50,196 6,405 2,553 653 374,090

有病率 5.2％ 3.8％ 3.4％ 5.6％ 5.1％ 4.3％ 4.5％

管理指導表の提出者数 8,338 2,749 1,338 580 37 16 13,058

管理指導表の提出率 3.6％ 3.3％ 2.7％ 9.1％ 1.4％ 2.5％ 3.5％

食物アレルギー

学校が把握している数 270,354 146,015 98,113 8,066 3,037 1,120 526,705

有病率 6.1％ 6.7％ 6.6％ 7.0％ 6.1％ 7.5％ 6.3％

管理指導表の提出者数 129,892 43,438 7,676 5,186 1,092 206 187,490

管理指導表の提出率 48.0％ 29.7％ 7.8％ 64.3％ 36.0％ 18.4％ 35.6％

アナフィラキシー

学校が把握している数 31,358 11,946 7,320 882 284 91 51,881

有病率 0.70％ 0.55％ 0.49％ 0.77％ 0.57％ 0.61％ 0.62％

管理指導表の提出者数 27,323 9,170 3,387 782 234 61 40,957

管理指導表の提出率 87.1％ 76.8％ 46.3％ 88.7％ 82.4％ 67.0％ 78.9％

学校調査
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　アレルギー疾患の有病率は、「アレルギー性鼻炎」が17.5%、「アレルギー性結膜炎」が6.5%、
「アトピー性皮膚炎」が5.5%、「ぜん息」が4.5%、「食物アレルギー」が6.3%、「アナフィラ
キシー」が0.62%であった。

○エピペン保持者

　エピペンの保持者は0.48%であり、エピペン保持者の学校生活管理指導表の提出率は、全体
で90.1％であった。　

アレルギー疾患有病率

0.62

6.3

17.5

6.5

5.5

4.5

0.48

4.5

12.8

5.5

4.9

5.8

0.14

2.6

9.2

3.5

5.5

5.7

0 2015105 （％）

ぜん息

アトピー性皮膚炎

アレルギー性鼻炎

アレルギー性結膜炎

食物アレルギー

アナフィラキシー

令和4年度
平成25年度
平成16年度

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

児童生徒数 4,458,491 2,184,204 1,486,444 115,026 49,970 15,028 8,309,163

エピペン保持者

学校が把握している数 25,609 9,315 4,404 606 220 67 40,221

所持率 0.57％ 0.43％ 0.30％ 0.53％ 0.44％ 0.45％ 0.48％

管理指導表の提出者数 23,922 8,252 3,235 571 197 52 36,229

管理指導表の提出率 93.4％ 88.6％ 73.5％ 94.2％ 89.5％ 77.6％ 90.1％

学校調査
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○エピペン使用者数（令和３年４月１日～令和４年３月31日）
�

　令和３年４月１日～令和４年３月31日までの間のエピペン使用者は、全体では、1,415件の
使用実績があり、使用者としては、本人が335件、学校職員が403件、保護者が225件、救急救
命士が452件であった。

　　　「食物アレルギーに対する管理指導表の提出者」について、管理指導表に記載された原因
食物・除去根拠等の記載内容だけでは対応が困難で、令和４年度の対応として年度初め等に、
主治医等に問い合わせをした件数（児童生徒１人に対し１件）をお答えください。

　主治医等に問い合わせをした件数は、合計1,894件であり、校種別にみると、特別支援学校の
割合が一番高かった。

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体
人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 人数 ％

本人による
自己注射 87 13.1％ 166 27.9％ 74 58.7％ 5 26.3％ 0 0.0％ 3 42.9％ 335 23.7％

学校職員
による注射 246 36.9％ 112 18.8％ 30 23.8％ 10 52.6％ 2 100.0％ 3 42.9％ 403 28.5％

保護者
による注射 166 24.9％ 42 7.1％ 13 10.3％ 3 15.8％ 0 0.0％ 1 14.3％ 225 15.9％

救急救命士
による注射 167 25.1％ 275 46.2％ 9 7.1％ 1 5.3％ 0 0.0％ 0 0.0％ 452 31.9％

合計 666 100.0％ 595 100.0％ 126 100.0％ 19 100.0％ 2 100.0％ 7 100.0％ 1,415 100.0％

エピペン
保持者数 25,609 9,315 4,404 606 220 67 40,221

本人による自己注射
23.7％

学校職員による注射
28.5％保護者による注射

15.9％

救急救命士による注射
31.9％

問２

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体
件数 1,243 369 85 190 6 1 1,894
％ 9.8 6.3 4.9 24.5 4.5 4.2 8.9
学校数 12,723 5,837 1,738 774 134 24 21,230

学校調査
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　　　食物アレルギーにおける原因食物（アレルゲン）別にそれぞれの児童生徒数をお答えくだ
さい。

　食物アレルギーにおける原因食物（アレルゲン）については、割合が高い順にみると、鶏卵
（25.8%）、果物類（25.0%）、甲殻類（14.9%）、木の実類（12.4%）、ピーナッツ（11.2%）、
牛乳・乳製品（11.1%）であった。

問３

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 総計
食物アレルギー
（学校が把握している数） 270,354 ％ 146,015 ％ 98,113 ％ 8,066 ％ 3,037 ％ 1,120 ％ 526,705 ％

鶏卵 80,396 29.7％ 32,137 22.0％ 19,642 20.0％ 2,636 32.7％ 843 27.76％ 297 26.5％ 135,951 25.8％
牛乳・乳製品 35,200 13.0％ 15,056 10.3％ 6,759 6.9％ 1,145 14.2％ 350 11.52％ 135 12.1％ 58,645 11.1％
小麦 8,885 3.3％ 4,109 2.8％ 2,769 2.8％ 571 7.1％ 107 3.52％ 40 3.6％ 16,481 3.1％
ソバ 16,732 6.2％ 10,890 7.5％ 8,979 9.2％ 945 11.7％ 208 6.85％ 80 7.1％ 37,834 7.2％
ピーナッツ 35,20 13.0％ 14,471 9.9％ 7,603 7.7％ 1,214 15.1％ 323 10.64％ 119 10.6％ 58,933 11.2％
甲殻類 31,378 11.6％ 24,733 16.9％ 20,093 20.5％ 1,588 19.7％ 379 12.48％ 184 16.4％ 78,355 14.9％
（内訳）すべての甲殻類 11,103 4.1％ 8,446 5.8％ 6,786 6.9％ 622 7.7％ 139 4.58％ 43 3.8％ 21,139 5.2％
（内訳）エビ 17,263 6.4％ 13,250 9.1％ 10,181 10.4％ 839 10.4％ 200 6.59％ 113 10.1％ 41,846 7.9％
（内訳）カニ 11,684 4.3％ 8,856 6.1％ 6.153 6.3％ 652 8.1％ 126 4.15％ 75 6.7％ 27,546 5.2％
木の実類 43,730 16.2％ 13,222 9.1％ 7,109 7.2％ 840 10.4％ 369 12.15％ 120 10.7％ 65,390 12.4％
（内訳）すべての木の実類 13,247 4.9％ 4,654 3.2％ 2,780 2.8％ 373 4.6％ 118 3.89％ 45 4.0％ 21,217 4.0％
（内訳）クルミ 22,774 8.4％ 5,561 3.8％ 2,870 2.9％ 317 3.9％ 186 6.12％ 51 4.6％ 31,759 6.0％
（内訳）カシュー 9,121 3.4％ 2,370 1.6％ 798 0.8％ 164 2.0％ 67 2.21％ 29 2.6％ 12,549 2.4％
（内訳）アーモンド 7,042 2.6％ 2,271 1.6％ 888 0.9％ 164 2.0％ 49 1.61％ 18 1.6％ 10,432 2.0％
果物類 54,848 20.3％ 43,358 29.7％ 30,504 31.1％ 1,701 21.1％ 691 22.75％ 387 34.6％ 131,489 25.0％
魚類 23,743 8.8％ 13,538 9.3％ 11,030 11.2％ 915 11.3％ 305 10.04％ 139 12.4％ 49,670 9.4％
肉類 1,782 0.7％ 1,225 0.8％ 927 0.9％ 189 2.3％ 29 0.95％ 9 0.8％ 4,161 0.8％
その他 37,324 13.8％ 24,472 16.8％ 17,393 17.7％ 1,618 20.1％ 376 12.38％ 187 16.7％ 81,370 15.4％

原因食物（アレルゲン）

25.8
11.1

3.1
7.2

11.2
14.9

5.2
7.9

5.2
12.4

4.0
6.0

2.4
2.0

25.0
9.4

0.8
15.4

0 30252015105 （％）

　　その他
　　肉類
　　魚類
　　果物類

　　（内訳）アーモンド
　　（内訳）カシュー
　　（内訳）クルミ

　　（内訳）すべての木の実類
　　木の実類

　　（内訳）カニ
　　（内訳）エビ

　　（内訳）すべての甲殻類
　　甲殻類

　　ピーナッツ
　　ソバ
　　小麦

　　牛乳・乳製品
　　鶏卵
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（２）学校における保健管理の取組状況

　　　学校におけるアレルギー対応に関する委員会について、最も近いものを１つ選んでくださ
い。

ａ　単独で設置している
ｂ　単独では設置していないが、学校保健関係の委員会等として設置している
ｃ　設置していない

　学校におけるアレルギー対応に関する委員会については、「単独で設置している」、または「単
独ではないが設置している」を合わせると、特別支援学校で86.1％、義務教育学校84.9%、小
学校83.4％、中学校78.1％、中等教育学校73.1％であった。
　高等学校では、約６割が設置されていなかった。

問４

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ 7,116 49.5% 2,542 36.4% 211 7.0% 413 44.7% 78 49.1% 11 42.3% 10,371 40.7%

ｂ 4,873 33.9% 2,916 41.7% 964 32.1% 382 41.4% 57 35.8% 8 30.8% 9,200 36.1%

ｃ 2,373 16.5% 1,531 21.9% 1,832 60.9% 128 13.9% 24 15.1% 7 26.9% 5,895 23.1%

合　計 14,362 100.0% 6,989 100.0% 3,007 100.0% 923 100.0% 159 100.0% 26 100.0% 25,466 100.0 %

学校におけるアレルギー対応に関する委員会設置状況

16.516.5

21.921.9

60.960.9

13.913.9

15.115.1

26.926.9

23.123.1

33.933.9

41.741.7

32.132.1

41.441.4

35.835.8

30.830.8

36.136.1

49.549.5

36.436.4

7.07.0

44.744.7

49.149.1

42.342.3

40.740.7

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

b 単独では設置していない
が、学校保健関係の委員会
等として設置している

a 単独で設置している c 設置していない

学校調査
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　　　2021（令和３）年度のアレルギー対応に関する校内研修・実習について、該当する選択
肢をすべて選んでください。

ａ　アレルギー疾患に関する校内研修を行った
ｂ　エピペンの取扱に関する校内実習を行った
ｃ　アナフィラキシーに関する緊急対応の模擬訓練を行った
ｄ　校内研修や実習は行わなかった

　「アレルギーに関する校内研修を行った」のは全体で64.1％であり、「エピペンの取り扱いに
関する校内実習を行った」のは64.4％、「アナフィラキシーに関する緊急対応の模擬訓練を行っ
た」のは26.8％であった。高等学校と特別支援学校は校内研修や実習について、30％以上が実
施していなかった。

問５

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ 10,094 70.3% 4,601 65.8% 1,036 34.5% 470 50.9% 106 66.7% 19 73.1% 16,326 64.1%

ｂ 9,846 68.6% 4,416 63.2% 1,556 51.7% 454 49.2% 102 64.2% 21 80.8% 16,395 64.4%

ｃ 4,597 32.0% 1,672 23.9% 287 9.5% 223 24.2% 47 29.6% 3 11.5% 6,829 26.8%

ｄ 2,116 14.7% 1,266 18.1% 1,146 38.1% 297 32.2% 30 18.9% 4 15.4% 4,859 19.1%

対象校数 14,362 － 6,989 － 3,007 － 923 － 159 － 26 － 25,466 －

アレルギー対応に関する校内研修、実習の実施状況

14.7

18.1

38.1

32.2

18.9

15.4

19.1

32.0

23.9

9.5

24.2

29.6

11.5

26.8

68.6

63.2

51.7

49.2

64.2

80.8

64.4

70.3

65.8

34.5

50.9

66.7

73.1

64.1

0 80604020 100 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

ａ アレルギー疾患に関する校内研修を行った
ｂ エピペンの取扱に関する校内実習を行った
ｃ アナフィラキシーに関する緊急対応の模擬
訓練を行った
ｄ 校内研修や実習は行わなかった
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　　　問５で研修等を行った（選択肢a、b、cのいずれか）と回答された学校にお尋ねします。
アレルギー対応に関する研修等の対象者について、最も近いものを１つ選んでください。

ａ　全教職員を対象
ｂ　一部の教職員を対象
ｃ　特に対象を決めていない

　研修等の対象者については、小学校・中学校・義務教育学校・中等教育学校では90％以上が
全教職員対象に実施しており、高等学校も86.4％実施していた。特別支援学校は一部の教職員
を対象に実施している割合が他校種よりも高かった。

問６

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ 11,579 94.6% 5,456 95.3% 1,608 86.4% 466 74.4% 124 96.1% 20 90.9% 19,253 93.4%

ｂ 653 5.3% 261 4.6% 239 12.8% 159 25.4% 5 3.9% 2 9.1% 1,319 6.4%

ｃ 14 0.1% 6 0.1% 14 0.8% 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 35 0.2%

合　計 12,246 100.0% 5,723 100.0% 1,861 100.0% 626 100.0% 129 100.0% 22 100.0% 20,607 100.0%

研修等の対象者

0.10.1

0.10.1

0.80.8

0.20.2

0.20.2

5.35.3

4.64.6

12.812.8

25.425.4

3.93.9

9.19.1

6.46.4

94.694.6

95.395.3

86.486.4

74.474.4

96.196.1

90.990.9

93.493.4

0.0

0.0

b 一部の教職員を対象 c 特に対象を決めてい
ない

a 全教職員を対象

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校
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　　　問５で校内研修を行っている（選択肢a、b、cのいずれか）と回答された学校にお尋ねし
ます。アレルギー対応に関する研修等における教材の活用状況について、該当する選択肢を
すべて選んでください。

ａ　�文部科学省のホームページで公開している「学校におけるアレルギー疾患対応の基本的な考え方」等の研
修資料（スライド）を活用した

ｂ　�文部科学省のホームページで公開している「学校におけるアレルギー疾患対応の基本的な考え方」等の映
像資料（YouTube・DVD等）を活用した

ｃ　文部科学省のホームページで公開している「自治体等の事例」を活用した
ｄ　その他
ｅ　教材は特に活用しなかった

　文部科学省のホームページで公開している「学校におけるアレルギー疾患対応の基本的な考え
方」等の研修資料（スライド）を活用したのは全体で31.3％、また、DVD等動画資料については、
全体の34.1％が活用していた。また、その他の教材を活用していたのは33.4％であり、教材は
特に活用しなかったと回答している学校は、どの校種も20％程度であった。

問７

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体
学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ 3,872 31.6% 1,809 31.6% 541 29.1% 173 27.6% 44 34.1% 7 31.8% 6,446 31.3%
ｂ 4,520 36.9% 1,779 31.1% 477 25.6% 208 33.2% 33 25.6% 7 31.8% 7,024 34.1%
ｃ 733 6.0% 327 5.7% 80 4.3% 22 3.5% 11 8.5% 0 0.0% 1,173 5.7%
ｄ 3,862 31.5% 1,938 33.9% 778 41.8% 265 42.3% 40 31.0% 7 31.8% 6,890 33.4%
ｅ 2,354 19.2% 1,175 20.5% 310 16.7% 98 15.7% 32 24.8% 3 13.6% 3,972 19.3%

対象校数 12,246 － 5,723 － 1,861 － 626 － 129 － 22 － 20,607 －

研修資料の活用

19.2

20.5

16.7

15.7

24.8

13.6

19.3

31.5

33.9

41.8

42.3

31.0

31.8

33.4

6.0

5.7

4.3

3.5

8.5

0.0

5.7

36.9

31.1

25.6

33.2

25.6

31.8

34.1

31.6

31.6

29.1

27.6

34.1

31.8

31.3

0 45403530252015105 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

ｄ その他

ａ 文部科学省のホームペー
ジで公開している「学校に
おけるアレルギー疾患対応
の基本的な考え方」等の研
修資料（スライド）を活用
した
ｂ 文部科学省のホームペー
ジで公開している「学校に
おけるアレルギー疾患対応
の基本的な考え方」等の映
像資料（YouTube・DVD
等）を活用した
ｃ 文部科学省のホームペー
ジで公開している「自治体
等の事例」を活用した

ｅ 教材は特に活用しなかっ
た
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　　　2021（令和３）年度のアレルギー対応に関する校外研修で教職員が参加したものについ
て、該当する選択肢をすべて選んでください。

ａ　アレルギー疾患に関する対面の校外研修へ参加した
ｂ　アレルギー疾患に関するWebの校外研修へ参加した
ｃ　アレルギー疾患に関する対面またはWebの校外研修の機会はあったが参加しなかった
ｄ　アレルギー疾患に関する対面またはWebの校外研修の機会はなかった

　アレルギー疾患に関する校外研修は、Webの研修に参加した割合が高等学校以外は一番多かっ
た。

問８

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ 3,560 24.8% 1,667 23.9% 353 11.7% 144 15.6% 44 27.7% 3 11.5% 5,771 22.7%

ｂ 4,543 31.6% 2,063 29.5% 635 21.1% 298 32.3% 47 29.6% 9 34.6% 7,595 29.8%

ｃ 3,125 21.8% 1,724 24.7% 1,025 34.1% 236 25.6% 28 17.6% 8 30.8% 6,146 24.1%

ｄ 3,872 27.0% 1,839 26.3% 1,048 34.9% 292 31.6% 47 29.6% 7 26.9% 7,105 27.9%

対象校数 14,362 － 6,989 － 3,007 － 923 － 159 － 26 － 25,466 －

校外研修で教職員が参加した研修会

27.0

26.3

34.9

31.6

29.6

26.9

27.9

21.8

24.7

34.1

25.6

17.6

30.8

24.1

31.6

29.5

21.1

32.3

29.6

34.6

29.8

24.8

23.9

11.7

15.6

27.7

11.5

22.7

0 403530252015105 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校
ａ アレルギー疾患に関する対面
の校外研修へ参加した
ｂ アレルギー疾患に関する
Webの校外研修へ参加した
ｃ アレルギー疾患に関する対面
またはWebの校外研修の機会は
あったが参加しなかった
ｄ アレルギー疾患に関する対面
またはWebの校外研修の機会は
なかった
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　　　エピペンを処方されている児童生徒がアナフィラキシーの状態にあり、かつ、本人が自ら
エピペンを使用できない場合の学校側の対応として、どのような対応を行うこととなってい
るか。最も近いものを１つ選んでください。

ａ　立場や職種に関係なく、誰もが直ちに注射することになっている
ｂ　特定の教職員が直ちに注射することになっている
ｃ　その他（　）

　エピペンを処方されている児童生徒がアナフィラキシーの状態にあり、かつ、本人が自らエピ
ペンを使用できない場合の学校側の対応については、全体で90.1％が立場や職種に関係なく誰
もが直ちに注射することになっていた。
　特別支援学校では、特定の教職員が直ちに注射することになっている割合が、他の校種と比べ
て高くなっている。

問９

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ 12,967 90.3% 6,478 92.7% 2,651 88.2% 675 73.1% 149 93.7% 25 96.2% 22,945 90.1%

ｂ 967 6.7% 305 4.4% 194 6.5% 150 16.3% 10 6.3% 0 0.0% 1,626 6.4%

ｃ 428 3.0% 206 2.9% 162 5.4% 98 10.6% 0 0.0% 1 3.8% 895 3.5%

合　計 14,362 100.0% 6,989 100.0% 3,007 100.0% 923 100.0% 159 100.0% 26 100.0% 25,466 100.0%

アナフィラキシーで児童生徒本人がエピペンを使用できない場合の対応

3.0

2.9

5.45.4

10.610.6

3.8

3.5

6.76.7

4.44.4

6.56.5

16.316.3

6.36.3

6.46.4

90.390.3

92.792.7

88.288.2

73.173.1

93.793.7

96.296.2

90.190.1

0.00.0

0.0

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

a 立場や職種に関係なく、
誰もが直ちに注射すること
になっている

b 特定の教職員が直ちに注
射することになっている

c その他
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　　　エピペンの管理・保管について、学校での対応に最も近い項目を１つ選択してください。

ａ　エピペンは学校で管理・保管するとともに、本人も別にエピペンを保管（携帯）するように求めている
ｂ　エピペンは学校で管理・保管しており、本人の保管（携帯）は求めていない
ｃ　エピペンは学校で管理・保管せず、本人の保管（携帯）状況を管理している
ｄ　エピペンは学校で管理・保管はせず、本人の保管状況も管理していない

　エピペンの管理・保管については、どの校種も「エピペンは学校で管理・保管せず、本人の保
管（携帯）状況を管理している」学校が一番多く全体では50.5％であった。次いで多かったのは、
「エピペンは学校で管理・保管するとともに、本人も別にエピペンを保管（携帯）するように求
めている」で、全体では32.1％であった。

問10

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ 4,709 32.8% 2,452 35.1% 658 21.9% 290 31.4% 57 35.8% 4 15.4% 8,170 32.1%

ｂ 2,652 18.5% 644 9.2% 37 1.2% 240 26.0% 30 18.9% 1 3.8% 3,604 14.2%

ｃ 6,605 46.0% 3,686 52.7% 2,151 71.5% 328 35.5% 68 42.8% 21 80.8% 12,859 50.5%

ｄ 396 2.8% 207 3.0% 161 5.4% 65 7.0% 4 2.5% 0 0.0% 833 3.3%

合　計 14,362 100.0% 6,989 100.0% 3,007 100.0% 923 100.0% 159 100.0% 26 100.0% 25,466 100.0%

エピペンの管理・保管

2.82.8

3.03.0

5.45.4

7.07.0

2.52.5

3.33.3

46.046.0

52.752.7

71.571.5

35.535.5

42.842.8

80.880.8

50.550.5

18.518.5

9.29.2

1.21.2

26.026.0

18.918.9

3.83.8

14.214.2

32.832.8

35.135.1

21.921.9

31.431.4

35.835.8

15.415.4

32.132.1

0.00.0

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

a エピペンは学校
で管理・保管する
とともに、本人も
別にエピペンを保
管（携帯）するよ
うに求めている

b エピペンは学校
で管理・保管して
おり、本人の保管

（携帯）は求めて
いない

c エピペンは学校
で管理・保管せず、
本人の保管（携帯）
状況を管理してい
る

d エピペンは学校
で管理・保管はせ
ず、本人の保管状
況も管理していな
い
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　　　問10でエピペンを管理・保管されている（選択肢a、b）と回答された学校にお尋ねします。
エピペンの学校での保管場所について、該当する場所をすべて選んでください。

ａ　本人のランドセルや机、ロッカー等
ｂ　教室の担任教諭の机、ロッカー等
ｃ　教職員室
ｄ　校長室
ｅ　保健室
ｆ　その他

　エピペンの保管場所は、全体で、本人のランドセルや机、ロッカー等に保管が66.5％で一番
多く、次いで、職員室が49.1％、保健室が26.9％であった。

問11

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体
学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ 4,880 66.3% 2,152 69.5% 470 67.6% 263 49.6% 57 65.5% 5 100.0% 7,827 66.5%
ｂ 588 8.0% 99 3.2% 14 2.0% 68 12.8% 4 4.6% 0 0.0% 773 6.6%
ｃ 3,432 46.6% 1,958 63.2% 268 38.6% 75 14.2% 51 58.6% 2 40.0% 5,786 49.1%
ｄ 250 3.4% 78 2.5% 1 0.1% 2 0.4% 6 6.9% 0 0.0% 337 2.9%
ｅ 1,749 23.8% 702 22.7% 373 53.7% 324 61.1% 22 25.3% 0 0.0% 3,170 26.9%
ｆ 114 1.5% 47 1.5% 34 4.9% 51 9.6% 0 0.0% 1 20.0% 247 2.1%

対象校数 7,361 － 3,096 － 695 － 530 － 87 － 5 － 11,774 －

エピペンの保管場所

1.5

1.5

4.9

9.6

0.0

20.0

2.1

23.8

22.7

53.7

61.1

25.3

0.0

26.9

3.4

2.5

0.1

0.4

6.9

0.0

2.9

46.6

63.2

38.6

14.2

58.6

40.0

49.1

8.0

3.2

2.0

12.8

4.6

0.0

6.6

66.3

69.5

67.6

49.6

65.5

100.0

66.5

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

ｆ その他
ｅ 保健室
ｄ 校長室
ｃ 教職員室
ｂ 教室の担任教諭の机、ロッカー等
ａ 本人のランドセルや机、ロッカー等
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　　　教職員間におけるエピペンの保管場所の情報共有について、学校での対応に最も近い項目
を１つ選択してください。

ａ　保管場所はすべての教職員で共有している
ｂ　保管場所は担任や養護教諭など、一部の教職員が共有している
ｃ　エピペンの保管については各人に任されており、学校として統一の対応はしていない

　教職員間におけるエピペンの保管場所の情報共有については、全体で、「保管場所はすべての
教職員で共有している」割合が、90％以上で高かった。

問12

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ 13,806 96.1% 6,576 94.1% 2,389 79.4% 708 76.7% 152 95.6% 23 88.5% 23,654 92.9%

ｂ 356 2.5% 256 3.7% 338 11.2% 181 19.6% 6 3.8% 2 7.7% 1,139 4.5%

ｃ 200 1.4% 157 2.2% 280 9.3% 34 3.7% 1 0.6% 1 3.8% 673 2.6%

合　計 14,362 100.0% 6,989 100.0% 3,007 100.0% 923 100.0% 159 100.0% 26 100.0% 25,466 100.0%

エピペン保管場所の情報共有

1.41.4

2.22.2

9.39.3

3.73.7

3.83.8

0.60.6

2.62.6

2.52.5

3.73.7

11.211.2

19.619.6

7.77.7

3.83.8

4.54.5

96.196.1

94.194.1

79.479.4

76.776.7

88.588.5

95.695.6

92.992.9

0 10080604020 （％）

全体

義務教育学校

中等教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

a 保管場所はすべ
ての教職員で共有
している

b 保管場所は担任
や養護教諭など、
一部の教職員が共
有している

c エピペンの保管につ
いては各人に任されて
おり、学校として統一
の対応はしていない
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　　　食物アレルギー・アナフィラキシー対応に関する外部機関との連携について、該当する選
択肢をすべて選んでください。

ａ　主治医と連携している
ｂ　学校医と連携している
ｃ　消防機関と連携している（エピペンを所持している児童生徒の情報を消防機関に提供している）
ｄ　消防機関と連携している（エピペンを所持している児童生徒の情報を消防機関に提供していない）
ｅ　緊急時連絡医療機関と連携している
ｆ　特に連携を行っていない

　食物アレルギー・アナフィラキシー対応に関する外部機関との連携については、全体で、主治
医と連携している割合が57.4％と一番高く、次いで学校医と連携している割合が34.5％であっ
た。消防機関との連携においては、37.7％が連携はしているものの、エピペンを所持している
児童生徒の情報を消防機関に提供していない割合が4.2％あった。

問13

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体
学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ 8,624 60.0% 3,839 54.9% 1,279 42.5% 757 82.0% 92 57.9% 14 53.8% 14,605 57.4%
ｂ 5,050 35.2% 2,093 29.9% 1,117 37.1% 457 49.5% 62 39.0% 5 19.2% 8,784 34.5%
ｃ 5,232 36.4% 2,501 35.8% 560 18.6% 177 19.2% 62 39.0% 7 26.9% 8,539 33.5%
ｄ 585 4.1% 309 4.4% 122 4.1% 35 3.8% 6 3.8% 4 15.4% 1,061 4.2%
ｅ 2,516 17.5% 1,181 16.9% 346 11.5% 199 21.6% 32 20.1% 3 11.5% 4,277 16.8%
ｆ 2,112 14.7% 1,265 18.1% 956 31.8% 83 9.0% 21 13.2% 8 30.8% 4,445 17.5%

対象校数 14,362 － 6,989 － 3,007 － 923 － 159 － 26 － 25,466 －

外部機関との連携

14.7

18.1

31.8

9.0

13.2

30.8

17.5

17.5

16.9

11.5

21.6

20.1

11.5

16.8

4.1

4.4

4.1

3.8

3.8

15.4

4.2

36.4

35.8

18.6

19.2

39.0

26.9

33.5

35.2

29.9

37.1

49.5

39.0

19.2

34.5

60.0

54.9

42.5

82.0

57.9

53.8

57.4

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

ｆ 特に連携を行っていない

ｂ 学校医と連携している
ａ 主治医と連携している

ｃ 消防機関と連携している（エピ
ペンを所持している児童生徒の情
報を消防機関に提供している）
ｄ 消防機関と連携している（エピ
ペンを所持している児童生徒の情
報を消防機関に提供していない）
ｅ 緊急時連絡医療機関と連携して
いる
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　　　学校でのアレルギー疾患への対応や特別に配慮を行っている事項についてお尋ねします。

①　ぜん息について該当する選択肢すべてを選んでください。

ａ　管理指導表の提出を必須とし、管理指導表に基づいて対応
ｂ　学校への持参薬の確認をしている
ｃ　持参薬の学校での使用に関して、支援・援助をしている
ｄ　運動（体育・部活動等）への参加について配慮している
ｅ　動物との接触やホコリ等の舞う環境での活動について配慮している
ｆ　宿泊を伴う校外活動について配慮している
ｇ　緊急時の対応や連絡体制について、学校、保護者、医療機関等で共通理解を図っている
ｈ　特に取組はない

問14

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ 1,532 10.7% 656 9.4% 233 7.7% 155 16.8% 11 6.9% 1 3.8% 2,588 10.2%

ｂ 4,804 33.4% 2,076 29.7% 1,019 33.9% 548 59.4% 51 32.1% 8 30.8% 8,506 33.4%

ｃ 4,663 32.5% 1,934 27.7% 621 20.7% 502 54.4% 55 34.6% 10 38.5% 7,785 30.6%

ｄ 8,447 58.8% 3,720 53.2% 2,092 69.6% 449 48.6% 85 53.5% 22 84.6% 14,815 58.2%

ｅ 7,599 52.9% 2,567 36.7% 782 26.0% 421 45.6% 71 44.7% 10 38.5% 11,450 45.0%

ｆ 11,539 80.3% 5,376 76.9% 2,081 69.2% 578 62.6% 123 77.4% 21 80.8% 19,718 77.4%

ｇ 6,057 42.2% 2,739 39.2% 1,030 34.3% 496 53.7% 67 42.1% 8 30.8% 10,397 40.8%

ｈ 1,224 8.5% 835 11.9% 306 10.2% 112 12.1% 17 10.7% 1 3.8% 2,495 9.8%

対象校数 14,362 － 6,989 － 3,007 － 923 － 159 － 26 － 25,466 －
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　ぜん息においては、「宿泊を伴う校外活動について配慮している」割合が77.4％と一番高く、
次いで「運動（体育・部活動等）への参加について配慮している」が58.2％、「動物との接触や
ホコリ等の舞う環境での活動について配慮している」が45.0％、「緊急時の対応や連絡体制につ
いて、学校、保護者、医療機関等で共通理解を図っている」が40.8％の順に高かった。

ぜん息

8.5

11.9

10.2

12.1

10.7

3.8

9.8

42.2

39.2

34.3

53.7

42.1

30.8

40.8

80.3

76.9

69.2

62.6

77.4

80.8

77.4

52.9

36.7

26.0

45.6

44.7

38.5

45.0

58.8

53.2

69.6

48.6

53.5

84.6

58.2

32.5

27.7

20.7

54.4

34.6

38.5

30.6

33.4

29.7

33.9

59.4

32.1

30.8

33.4

10.7

9.4

7.7

16.8

6.9

3.8

10.2

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

ｈ 特に取組はない

ｃ 持参薬の学校での使用に関し
て、支援・援助をしている

ｆ 宿泊を伴う校外活動について配
慮している

ｄ 運動（体育・部活動等）への参
加について配慮している
ｅ 動物との接触やホコリ等の舞う
環境での活動について配慮してい
る

ｇ 緊急時の対応や連絡体制につい
て、学校、保護者、医療機関等で
共通理解を図っている

ａ 管理指導表の提出を必須とし、
管理指導表に基づいて対応
ｂ 学校への持参薬の確認をしてい
る

学校調査
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②　アトピー性皮膚炎について該当する選択肢すべてを選んでください。

ａ　管理指導表の提出を必須とし、管理指導表に基づいて対応
ｂ　学校への持参薬の確認をしている
ｃ　持参薬の学校での使用に関して、支援・援助をしている
ｄ　運動（体育・部活動等）への参加について配慮している
ｅ　水泳指導の際に配慮している
ｆ　動物との接触について配慮している
ｇ　発汗後のスキンケア等について配慮している
ｈ　特に取組はない

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ 826 5.8% 333 4.8% 138 4.6% 72 7.8% 7 4.4% 0 0.0% 1,376 5.4%

ｂ 4,170 29.0% 1,495 21.4% 580 19.3% 547 59.3% 50 31.4% 7 26.9% 6,849 26.9%

ｃ 5,593 38.9% 2,030 29.0% 518 17.2% 596 64.6% 61 38.4% 8 30.8% 8,806 34.6%

ｄ 4,902 34.1% 2,574 36.8% 1,385 46.1% 272 29.5% 55 34.6% 9 34.6% 9,197 36.1%

ｅ 8,817 61.4% 3,229 46.2% 781 26.0% 355 38.5% 100 62.9% 10 38.5% 13,292 52.2%

ｆ 5,114 35.6% 1,476 21.1% 383 12.7% 278 30.1% 56 35.2% 4 15.4% 7,311 28.7%

ｇ 6,034 42.0% 2,433 34.8% 732 24.3% 467 50.6% 75 47.2% 9 34.6% 9,750 38.3%

ｈ 2,599 18.1% 1,945 27.8% 948 31.5% 143 15.5% 24 15.1% 5 19.2% 5,664 22.2%

対象校数 14,362 － 6,989 － 3,007 － 923 － 159 － 26 － 25,466 －

学校調査
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　アトピー性皮膚炎においては、「水泳指導の際に配慮している」割合が52.2％と一番高く、次
いで「発汗後のスキンケア等について配慮している」が38.3％、「運動（体育・部活動等）への
参加について配慮している」が36.1％の順に高かった。

アトピー性皮膚炎

18.1

27.8

31.5

15.5

15.1

19.2

22.2

42.0

34.8

24.3

50.6

47.2

34.6

38.3

35.6

21.1

12.7

30.1

35.2

15.4

28.7

61.4

46.2

26.0

38.5

62.9

38.5

52.2

34.1

36.8

46.1

29.5

34.6

34.6

36.1

38.9

29.0

17.2

64.6

38.4

30.8

34.6

29.0

21.4

19.3

59.3

31.4

26.9

26.9

5.8

4.8

4.6

7.8

4.4

0.0

5.4

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

ｈ 特に取組はない

ｃ 持参薬の学校での使用に関し
て、支援・援助をしている

ｆ 動物との接触について配慮して
いる

ｄ 運動（体育・部活動等）への参
加について配慮している
ｅ 水泳指導の際に配慮している

ｇ 発汗後のスキンケア等について
配慮している

ａ 管理指導表の提出を必須とし、
管理指導表に基づいて対応
ｂ 学校への持参薬の確認をしてい
る

学校調査
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③　アレルギー性鼻炎・結膜炎について該当する選択肢すべてを選んでください。

ａ　管理指導表の提出を必須とし、管理指導表に基づいて対応
ｂ　学校への持参薬の確認をしている
ｃ　持参薬の学校での使用に関して、支援・援助をしている
ｄ　水泳指導について配慮している
ｅ　特に花粉の飛散時期やホコリの多い日等の屋外活動ついて配慮している
ｆ　特に取組はない

　アレルギー性鼻炎・結膜炎においては、「特に取組はない」が37.2％と一番高く、次いで「持
参薬の学校での使用に関して、支援・援助をしている」割合が32.4％、「特に花粉の飛散時期や
ホコリの多い日等の屋外活動ついて配慮している」が30.8％、「水泳指導について配慮している」
が30.4％の順に高かった。

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体
学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ 679 4.7% 286 4.1% 104 3.5% 62 6.7% 7 4.4% 0 0.0% 1,138 4.5%
ｂ 3,852 26.8% 1,391 19.9% 499 16.6% 564 61.1% 43 27.0% 8 30.8% 6,357 25.0%
ｃ 5,343 37.2% 1,828 26.2% 416 13.8% 604 65.4% 59 37.1% 5 19.2% 8,255 32.4%
ｄ 5,290 36.8% 1,807 25.9% 344 11.4% 229 24.8% 54 34.0% 5 19.2% 7,729 30.4%
ｅ 5,129 35.7% 1,815 26.0% 506 16.8% 329 35.6% 50 31.4% 11 42.3% 7,840 30.8%
ｆ 4,382 30.5% 3,069 43.9% 1,786 59.4% 165 17.9% 53 33.3% 11 42.3% 9,466 37.2%

対象校数 14,362 － 6,989 － 3,007 － 923 － 159 － 26 － 25,466 －
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43.9

59.4

17.9

33.3

42.3

37.2

35.7

26.0

16.8

35.6

31.4

42.3

30.8

36.8

25.9

11.4

24.8

34.0

19.2

30.4

37.2

26.2

13.8

65.4

37.1

19.2

32.4

26.8

19.9

16.6

61.1

27.0

30.8

25.0

4.7

4.1

3.5

6.7

4.4

0.0

4.5

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

ｃ 持参薬の学校での使用に関し
て、支援・援助をしている

ｆ 特に取組はない

ｅ 特に花粉の飛散時期やホコリの
多い日等の屋外活動ついて配慮し
ている

ｄ 水泳指導について配慮している

ａ 管理指導表の提出を必須とし、
管理指導表に基づいて対応
ｂ 学校への持参薬の確認をしてい
る

アレルギー性鼻炎・結膜炎

学校調査
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④　食物アレルギー・アナフィラキシーについて該当する選択肢すべてを選んでください。

ａ　管理指導表の提出を必須とし、管理指導表に基づいて対応
ｂ　緊急対応薬（エピペンを含む。）の確認をしている
ｃ　学校給食喫食時の配慮（席を離す、別室にするなど）をしている
ｄ　食物・食材を扱う授業・活動について配慮している
ｅ　運動（体育・部活動等）への参加について配慮している
ｆ　宿泊を伴う校外活動について配慮している
ｇ　緊急時の対応や連絡体制について、学校、保護者、医療機関等で共通理解を図っている
ｈ　学級等で、食物アレルギーの理解を深めるための指導等を行っている
ｉ　学校給食等に関する個別的な相談指導を行っている
ｊ　特に取組はない

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ 11,677 81.3% 5,056 72.3% 1,156 38.4% 752 81.5% 118 74.2% 17 65.4% 18,776 73.7%

ｂ 12,325 85.8% 5,816 83.2% 2,369 78.8% 745 80.7% 133 83.6% 25 96.2% 21,413 84.1%

ｃ 7,017 48.9% 2,169 31.0% 113 3.8% 498 54.0% 63 39.6% 7 26.9% 9,867 38.7%

ｄ 12,525 87.2% 5,807 83.1% 2,306 76.7% 805 87.2% 140 88.1% 25 96.2% 21,608 84.9%

ｅ 5,840 40.7% 2,938 42.0% 1,320 43.9% 362 39.2% 55 34.6% 13 50.0% 10,528 41.3%

ｆ 13,523 94.2% 6,552 93.7% 2,636 87.7% 828 89.7% 151 95.0% 26 100.0% 23,716 93.1%

ｇ 12,612 87.8% 5,854 83.8% 1,964 65.3% 794 86.0% 137 86.2% 19 73.1% 21,380 84.0%

ｈ 8,275 57.6% 2,817 40.3% 247 8.2% 238 25.8% 78 49.1% 4 15.4% 11,659 45.8%

ｉ 9,057 63.1% 3,940 56.4% 298 9.9% 468 50.7% 90 56.6% 16 61.5% 13,869 54.5%

ｊ 220 1.5% 118 1.7% 63 2.1% 22 2.4% 4 2.5% 0 0.0% 427 1.7%

対象校数 14,362 － 6,989 － 3,007 － 923 － 159 － 26 － 25,466 －
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　食物アレルギー・アナフィラキシーにおいては、「宿泊を伴う校外活動について配慮している」
の割合が93.1％と一番高く、次いで「食物・食材を扱う授業・活動について配慮している」が
84.9％、「緊急対応薬（エピペンを含む。）の確認をしている」が84.1％、「緊急時の対応や連
絡体制について、学校、保護者、医療機関等で共通理解を図っている」が84.0％の順に高く、
多くの項目で対応や配慮がなされていた。

食物アレルギー・アナフィラキシー
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40.7

42.0

43.9

39.2

34.6

50.0

41.3

87.2

83.1

76.7

87.2

88.1

96.2

84.9

48.9

31.0

3.8

54.0

39.6

26.9

38.7

85.8

83.2

78.8

80.7

83.6

96.2

84.1

81.3

72.3

38.4

81.5

74.2

65.4

73.7

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

ｃ 学校給食喫食時の配慮
（席を離す、別室にする
など）をしている
ｄ 食物・食材を扱う授
業・活動について配慮し
ている
ｅ 運動（体育・部活動
等）への参加について配
慮している
ｆ 宿泊を伴う校外活動に
ついて配慮している

ｉ 学校給食等に関する個
別的な相談指導を行って
いる

ｇ 緊急時の対応や連絡体
制について、学校、保護
者、医療機関等で共通理
解を図っている
ｈ 学級等で、食物アレル
ギーの理解を深めるため
の指導等を行っている

ａ 管理指導表の提出を必
須とし、管理指導表に基
づいて対応
ｂ 緊急対応薬（エピペン
を含む。）の確認をして
いる

ｊ 特に取組はない
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学校調査（学校給食）

（３）学校における給食管理の取組状況

　　　学校における学校給食の実施状況について、最も近いものを１つ選んでください。

　学校給食の実施状況は、「完全給食」が小学校99.3％、中学校93.8％、高等学校7.2％、特別
支援学校87.6％、義務教育学校100％、中等教育学校65.4％、学校全体では86.5％であった。

問15

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

a　完全給食 14,264 99.3% 6,555 93.8% 217 7.2% 809 87.6% 159 100.0% 17 65.4% 22,021 86.5%

b　補食給食 57 0.4% 72 1.0% 56 1.9% 4 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 189 0.7%

c　ミルク給食 12 0.1% 157 2.2% 6 0.2% 3 0.3% 0 0.0% 3 11.5% 181 0.7%

d　給食未実施 29 0.2% 205 2.9% 2,728 90.7% 107 11.6% 0 0.0% 6 23.1% 3,075 12.1%

合　計 14,362 100.0% 6,989 100.0% 3,007 100.0% 923 100.0% 159 100.0% 26 100.0% 25,466 100.0%

学校給食の実施状況

0.20.2

2.92.9

90.790.7

11.611.6

23.123.1

12.112.1

0.10.1

2.22.2

0.20.2

0.30.3

11.511.5

0.70.7

0.40.4

1.01.0

1.91.9

0.40.4

0.70.7

99.399.3

93.893.8

7.27.2

87.687.6

100.0100.0

65.465.4

86.586.5

0.00.0

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

a 完全給食 b 補食給食 c ミルク給食 d 給食未実施
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　　　問15で選択肢a、bのいずれかに回答された学校にお尋ねします。学校における学校給食
の調理方式について、最も近いものを１つ選んでください。

　学校給食の調理方式は、学校全体では「単独調理場方式」が39.3％、「共同調理場方式」が
57.5％、「その他調理方式」は学校全体の3.2％であった。学校種別に見ると、特別支援学校で
は「単独調理場方式」が77.2％と多く、中学校では「共同調理場方式」が70.3％と多かった。

問16

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

a 単独
調理場方式 6,299 44.0% 1,547 23.3% 158 57.9% 628 77.2% 83 52.2% 3 17.6% 8,718 39.3%

b 共同
調理場方式 7,841 54.8% 4,656 70.3% 57 20.9% 141 17.3% 71 44.7% 10 58.8% 12,776 57.5%

c その他
調理方式 181 1.3% 424 6.4% 58 21.2% 44 5.4% 5 3.1% 4 23.5% 716 3.2%

合　計 14,321 100.0% 6,627 100.0% 273 100.0% 813 100.0% 159 100.0% 17 100.0% 22,210 100.0%

学校給食の調理方式

1.31.3

6.46.4

21.221.2

5.45.4

3.13.1

23.523.5

3.23.2

54.854.8

70.370.3

20.920.9

17.317.3

44.744.7

58.858.8

57.557.5

44.044.0

23.323.3

57.957.9

77.277.2

52.252.2

17.617.6

39.339.3

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

a 単独調理場方式 b 共同調理場方式 c その他調理方式
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　　　問15で選択肢a、bのいずれかに回答された学校にお尋ねします。令和４年度初めの食物
アレルギー・アナフィラキシーに関する面談の実施状況について、最も近いものを１つ選ん
でください。

　食物アレルギー・アナフィラキシーに関する面談の実施状況は、学校全体では「食物アレルギー・
アナフィラキシーを有する全員に行った」が30.9％、「食物アレルギー・アナフィラキシーを有
する者のうち、必要な者のみに行った」が56.1％、「面談は行っていない」が12.9％であった。
「面談を行っていない」と回答した学校の中には、管理指導表の提出がない学校も含まれている。

問17

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ　食物アレル
ギー・アナフィ
ラキシーを有す
る全員に行った

4,738 33.1% 1,644 24.8% 94 34.4% 343 42.2% 49 30.8% 5 29.4% 6,873 30.9%

ｂ　食物アレル
ギー・アナフィ
ラキシーを有す
る者のうち、必
要な者のみに
行った

8,013 56.0% 3,901 58.9% 99 36.3% 355 43.7% 90 56.6% 11 64.7% 12,469 56.1%

ｃ　面談は行っ
ていない 1,570 11.0% 1,082 16.3% 80 29.3% 115 14.1% 20 12.6% 1 5.9% 2,868 12.9%

合　計 14,321 100.0% 6,627 100.0% 273 100.0% 813 100.0% 159 100.0% 17 100.0% 22,210 100.0%

食物アレルギー・アナフィラキシーに関する面談の実施状況

11.011.0

16.316.3

29.329.3

14.114.1

12.612.6

5.95.9

12.912.9

56.056.0

58.958.9

36.336.3

43.743.7

56.656.6

64.764.7

56.156.1

33.133.1

24.824.8

34.434.4

42.242.2

30.830.8

29.429.4

30.930.9

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

a 食物アレルギー・
アナフィラキシーを
有する全員に行った

b 食物アレルギー・
アナフィラキシーを
有する者のうち、必
要な者のみに行った

c 面談は行ってい
ない
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　　　問17で面談を実施している（選択肢a、b）と回答された学校にお尋ねします。面談に参
加している職種をすべて選んでください。

　面談に参加している職種は、学校全体では「管理職」が53.7％、「担任教諭」が53.8％、「養
護教諭」が82.9％、「栄養教諭・学校栄養職員」が58.7％、「その他」が16.3％であった。学校
種により差はあるものの、「養護教諭」は全学校種で高い参加率にあった。高等学校では他の校
種と比較して、すべての職種の参加率が低かった。

問18

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ　管理職 8,680 60.6% 2,973 44.9% 15 5.5% 167 20.5% 93 58.5% 6 35.3% 11,934 53.7%

ｂ　担任教諭 8,360 58.4% 2,923 44.1% 68 24.9% 496 61.0% 88 55.3% 7 41.2% 11,942 53.8%

ｃ　養護教諭 12,200 85.2% 5,267 79.5% 178 65.2% 608 74.8% 135 84.9% 15 88.2% 18,403 82.9%

ｄ　栄養教諭・
学校栄養職員 9,036 63.1% 3,274 49.4% 38 13.9% 573 70.5% 107 67.3% 10 58.8% 13,038 58.7%

ｅ　その他 2,198 15.3% 1,187 17.9% 31 11.4% 181 22.3% 24 15.1% 6 35.3% 3,627 16.3%

対象校数 14,321 － 6,627 － 273 － 813 － 159 － 17 － 22,210 －

面談に参加している職種

15.3 17.9
11.4

22.3
15.1

35.3

16.3

63.1

49.4

13.9

70.5 67.3
58.8 58.7

85.2
79.5

65.2

74.8
84.9 88.2

82.9

58.4

44.1

24.9

61.0
55.3

41.2

53.860.6

44.9

5.5

20.5

58.5

35.3

53.7

0

100

80

60

40

20

（％）

全体中等教育学校義務教育学校特別支援学校高等学校中学校小学校
a 管理職 b 担任教諭 c 養護教諭 e その他d 栄養教諭・学校栄養職員
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　　　問15で選択肢a、bのいずれかに回答された学校にお尋ねします。食物アレルギー・アナフィ
ラキシーのある児童生徒への学校給食の対応のうち、食物別に主な給食対応を選んでください。

【主な学校給食の対応】
a 詳細な献立表対応のみ ：レベル1 （献立表に使用食品等を表示）
b 一部弁当対応 ：レベル2 （弁当持参）
c 除去食対応 ：レベル3 （除去食対応）
d 代替食対応 ：レベル4 （代替食・特別食対応）
e 給食では提供しない食物
f 特に対応していない

　鶏卵に食物アレルギー・アナフィラキシーのある児童生徒への主な学校給食の対応は、学校全
体では「詳細な献立表対応のみ」が12.1％、「一部弁当対応」が12.9％、「除去食対応」が
39.1％、「代替食対応」が19.2％、「給食では提供しない食物」が1.5％、「特に対応していない」
が15.1％であった。学校種別に見ると、小学校、中学校、義務教育学校、特別支援学校では半
数以上が「除去食対応」または「代替食対応」を実施している。高等学校と中等教育学校では「特
に対応していない」がそれぞれ43.6％と23.5％、「詳細な献立表対応のみ」が31.1％、23.5％
と高かった。

問19

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体
学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ　詳細な献立
表対応のみ 1,314 9.2% 1,196 18.0% 85 31.1% 62 7.6% 16 10.1% 4 23.5% 2,677 12.1%

ｂ　一部弁当対
応 1,941 13.6% 796 12.0% 6 2.2% 105 12.9% 24 15.1% 3 17.6% 2,875 12.9%

ｃ　除去食対応 6,183 43.2% 2,113 31.9% 37 13.6% 290 35.7% 61 38.4% 5 29.4% 8,689 39.1%
ｄ　代替食対応 2,777 19.4% 1,247 18.8% 18 6.6% 198 24.4% 28 17.6% 1 5.9% 4,269 19.2%
ｅ　給食では提
供しない食物 220 1.5% 97 1.5% 8 2.9% 16 2.0% 3 1.9% 0 0.0% 344 1.5%

ｆ　特に対応し
ていない 1,886 13.2% 1,178 17.8% 119 43.6% 142 17.5% 27 17.0% 4 23.5% 3,356 15.1%

合　計 14,321 100.0% 6,627 100.0% 273 100.0% 813 100.0% 159 100.0% 17 100.0% 22,210 100.0%

鶏卵

学校給食の対応（鶏卵）

13.213.2

17.817.8

43.643.6

17.517.5

17.017.0

23.523.5

15.115.1

1.51.5

1.51.5

2.92.9

2.02.0

1.91.9

1.51.5

19.419.4

18.818.8

6.66.6

24.424.4

17.617.6

5.95.9

19.219.2

43.243.2

31.931.9

13.613.6

35.735.7

38.438.4

29.429.4

39.139.1

13.613.6

12.012.0

2.22.2

12.912.9

15.115.1

17.617.6

12.912.9

9.29.2

18.018.0

31.131.1

7.67.6

10.110.1

23.523.5

12.112.1

0.00.0

0 10080604020 （％）
小学校

中学校

高等学校

特別支援学校

義務教育学校

中等教育学校

全体

a 詳細な献立表対応のみ b 一部弁当対応 c 除去食対応
d 代替食対応 e 給食では提供しない食物 f 特に対応していない

学校調査

― 40 ―



　生乳・乳製品に食物アレルギー・アナフィラキシーのある児童生徒への主な学校給食の対応は、
学校全体では「詳細な献立表対応のみ」が12.5％、「一部弁当対応」が15.9％、「除去食対応」
が34.6％、「代替食対応」が17.3％、「給食では提供しない食物」が0.9％、「特に対応していない」
が18.7％であった。学校種別に見ると、高等学校以外の学校種では、約半数の学校が「除去食
対応」または「代替食対応」をしている。高等学校では「特に対応していない」が48.7％、「詳
細な献立表対応のみ」が28.2％と高かった。

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ　詳細な献立
表対応のみ 1,428 10.0% 1,208 18.2% 77 28.2% 58 7.1% 14 8.8% 1 5.9% 2,786 12.5%

ｂ　一部弁当対
応 2,534 17.7% 857 12.9% 8 2.9% 107 13.2% 26 16.4% 3 17.6% 3,535 15.9%

ｃ　除去食対応 5,256 36.7% 2,044 30.8% 40 14.7% 278 34.2% 52 32.7% 5 29.4% 7,675 34.6%

ｄ　代替食対応 2,514 17.6% 1,124 17.0% 13 4.8% 165 20.3% 29 18.2% 4 23.5% 3,849 17.3%

ｅ　給食では提
供しない食物 128 0.9% 67 1.0% 2 0.7% 5 0.6% 4 2.5% 1 5.9% 207 0.9%

ｆ　特に対応し
ていない 2,461 17.2% 1,327 20.0% 133 48.7% 200 24.6% 34 21.4% 3 17.6% 4,158 18.7%

合　計 14,321 100.0% 6,627 100.0% 273 100.0% 813 100.0% 159 100.0% 17 100.0% 22,210 100.0%

生乳・乳製品

学校給食の対応（生乳・乳製品）

17.217.2

20.020.0

48.748.7

24.624.6

21.421.4

17.617.6

18.718.7

0.90.9

1.01.0

0.70.7

0.60.6

2.52.5

5.95.9

0.90.9

17.617.6

17.017.0

4.84.8

20.320.3

18.218.2

23.523.5

17.317.3

36.736.7

30.830.8

14.714.7

34.234.2

32.732.7

29.429.4

34.634.6

17.717.7

12.912.9

2.92.9

13.213.2

16.416.4

17.617.6

15.915.9

10.010.0

18.218.2

28.228.2

7.17.1

8.88.8

5.95.9

12.512.5

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

a 詳細な献立表対応のみ b 一部弁当対応 c 除去食対応
d 代替食対応 e 給食では提供しない食物 f 特に対応していない
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　小麦に食物アレルギー・アナフィラキシーのある児童生徒への主な学校給食の対応は、学校全
体では「詳細な献立表対応のみ」が16.4％、「一部弁当対応」が24.3％、「除去食対応」が
13.3％、「代替食対応」が10.0％、「給食では提供しない食物」が0.5％、「特に対応していない」
が35.4％であった。全学校種とも、「特に対応していない」が最多であった。

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ　詳細な献立
表対応のみ 1,984 13.9% 1,488 22.5% 79 28.9% 72 8.9% 22 13.8% 5 29.4% 3,650 16.4%

ｂ　一部弁当対
応 3,893 27.2% 1,274 19.2% 8 2.9% 183 22.5% 40 25.2% 4 23.5% 5,402 24.3%

ｃ　除去食対応 1,937 13.5% 852 12.9% 24 8.8% 113 13.9% 19 11.9% 2 11.8% 2,947 13.3%

ｄ　代替食対応 1,415 9.9% 671 10.1% 13 4.8% 119 14.6% 12 7.5% 1 5.9% 2,231 10.0%

ｅ　給食では提
供しない食物 78 0.5% 26 0.4% 2 0.7% 5 0.6% 1 0.6% 0 0.0% 112 0.5%

ｆ　特に対応し
ていない 5,014 35.0% 2,316 34.9% 147 53.8% 321 39.5% 65 40.9% 5 29.4% 7,868 35.4%

合　計 14,321 100.0% 6,627 100.0% 273 100.0% 813 100.0% 159 100.0% 17 100.0% 22,210 100.0%

小麦

学校給食の対応（小麦）

35.035.0

34.934.9

53.853.8

39.539.5

40.940.9

29.429.4

35.435.4

0.50.5

0.40.4

0.70.7

0.60.6

0.60.6

0.50.5

9.99.9

10.110.1

4.84.8

14.614.6

7.57.5

5.95.9

10.010.0

13.513.5

12.912.9

8.88.8

13.913.9

11.911.9

11.811.8

13.313.3

27.227.2

19.219.2

2.92.9

22.522.5

25.225.2

23.523.5

24.324.3

13.913.9

22.522.5

28.928.9

8.98.9

13.813.8

29.429.4

16.416.4

0.00.0

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

a 詳細な献立表対応のみ b 一部弁当対応 c 除去食対応
d 代替食対応 e 給食では提供しない食物 f 特に対応していない
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　ソバに食物アレルギー・アナフィラキシーのある児童生徒への主な学校給食の対応は、学校全
体では「詳細な献立表対応のみ」が8.1％、「一部弁当対応」が4.3％、「除去食対応」が3.9％、
「代替食対応」が2.3％、「給食では提供しない食物」が61.7％、「特に対応していない」が
19.8％であった。学校種で差はあるものの、「給食では提供しない食物」は35.9～67.3％と高
い割合であった。高等学校では約３分の１の学校が「特に対応していない」と回答している。

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ　詳細な献立
表対応のみ 990 6.9% 712 10.7% 43 15.8% 38 4.7% 6 3.8% 3 17.6% 1,792 8.1%

ｂ　一部弁当対
応 658 4.6% 254 3.8% 5 1.8% 31 3.8% 9 5.7% 3 17.6% 960 4.3%

ｃ　除去食対応 536 3.7% 257 3.9% 15 5.5% 43 5.3% 4 2.5% 1 5.9% 856 3.9%

ｄ　代替食対応 314 2.2% 157 2.4% 13 4.8% 17 2.1% 3 1.9% 1 5.9% 505 2.3%

ｅ　給食では提
供しない食物 9,017 63.0% 3,952 59.6% 98 35.9% 526 64.7% 107 67.3% 7 41.2% 13,707 61.7%

ｆ　特に対応し
ていない 2,806 19.6% 1,295 19.5% 99 36.3% 158 19.4% 30 18.9% 2 11.8% 4,390 19.8%

合　計 14,321 100.0% 6,627 100.0% 273 100.0% 813 100.0% 159 100.0% 17 100.0% 22,210 100.0%

ソバ

学校給食の対応（ソバ）

19.619.6

19.519.5

36.336.3

19.419.4

18.918.9

11.811.8

19.819.8

63.063.0

59.659.6

35.935.9

64.764.7

67.367.3

41.241.2

61.761.7

2.22.2

2.42.4

4.84.8

2.12.1

1.91.9

5.95.9

2.32.3

3.73.7

3.93.9

5.55.5

5.35.3

2.52.5

5.95.9

3.93.9

4.64.6

3.83.8

1.81.8

3.83.8

5.75.7

17.617.6

4.34.3

6.96.9

10.710.7

15.815.8

4.74.7

3.83.8

17.617.6

8.18.1

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

a 詳細な献立表対応のみ b 一部弁当対応 c 除去食対応
d 代替食対応 e 給食では提供しない食物 f 特に対応していない

学校調査

― 43 ―



　ピーナッツに食物アレルギー・アナフィラキシーのある児童生徒への主な学校給食の対応は、
学校全体では「詳細な献立表対応のみ」が14.1％、「一部弁当対応」が7.8％、「除去食対応」が
13.4％、「代替食対応」が5.5％、「給食では提供しない食物」が41.7％、「特に対応していない」
が17.5％であった。学校種で差はあるものの、「給食では提供しない食物」は20.5〜44.5％と
高い割合であった。高等学校では４割を超える学校が「特に対応していない」と回答している。

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ　詳細な献立
表対応のみ 1,749 12.2% 1,241 18.7% 63 23.1% 50 6.2% 22 13.8% 4 23.5% 3,129 14.1%

ｂ　一部弁当対
応 1,209 8.4% 446 6.7% 7 2.6% 57 7.0% 13 8.2% 1 5.9% 1,733 7.8%

ｃ　除去食対応 1,850 12.9% 922 13.9% 28 10.3% 156 19.2% 21 13.2% 1 5.9% 2,978 13.4%

ｄ　代替食対応 792 5.5% 361 5.4% 7 2.6% 58 7.1% 6 3.8% 2 11.8% 1,226 5.5%

ｅ　給食では提
供しない食物 6,371 44.5% 2,424 36.6% 56 20.5% 335 41.2% 68 42.8% 6 35.3% 9,260 41.7%

ｆ　特に対応し
ていない 2,350 16.4% 1,233 18.6% 112 41.0% 157 19.3% 29 18.2% 3 17.6% 3,884 17.5%

合　計 14,321 100.0% 6,627 100.0% 273 100.0% 813 100.0% 159 100.0% 17 100.0% 22,210 100.0%

ピーナッツ

学校給食の対応（ピーナッツ）

16.416.4

18.618.6

41.041.0

19.319.3

18.218.2

17.617.6

17.517.5

44.544.5

36.636.6

20.520.5

41.241.2

42.842.8

35.335.3

41.741.7

5.55.5

5.45.4

2.62.6

7.17.1

3.83.8

11.811.8

5.55.5

12.912.9

13.913.9

10.310.3

19.219.2

13.213.2

5.95.9

13.413.4

8.48.4

6.76.7

2.62.6

7.07.0

8.28.2

5.95.9

7.87.8

12.212.2

18.718.7

23.123.1

6.26.2

13.813.8

23.523.5

14.114.1

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

a 詳細な献立表対応のみ b 一部弁当対応 c 除去食対応
d 代替食対応 e 給食では提供しない食物 f 特に対応していない
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　甲殻類に食物アレルギー・アナフィラキシーのある児童生徒への主な学校給食の対応は、学校
全体では「詳細な献立表対応のみ」が17.3％、「一部弁当対応」が19.2％、「除去食対応」が
26.7％、「代替食対応」が13.2％、「給食では提供しない食物」が5.8％、「特に対応していない」
が17.8％であった。学校種別に見ると、特別支援学校は半数以上が「除去食対応」または「代
替食対応」をしている。高等学校では約３分の１の学校が「特に対応していない」と回答してい
る。

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ　詳細な献立
表対応のみ 2,131 14.9% 1,554 23.4% 73 26.7% 55 6.8% 21 13.2% 4 23.5% 3,838 17.3%

ｂ　一部弁当対
応 3,003 21.0% 1,120 16.9% 10 3.7% 100 12.3% 32 20.1% 4 23.5% 4,269 19.2%

ｃ　除去食対応 3,947 27.6% 1,616 24.4% 35 12.8% 286 35.2% 34 21.4% 3 17.6% 5,921 26.7%

ｄ　代替食対応 1,788 12.5% 950 14.3% 22 8.1% 154 18.9% 24 15.1% 3 17.6% 2,941 13.2%

ｅ　給食では提
供しない食物 827 5.8% 339 5.1% 43 15.8% 72 8.9% 12 7.5% 2 11.8% 1,295 5.8%

ｆ　特に対応し
ていない 2,625 18.3% 1,048 15.8% 90 33.0% 146 18.0% 36 22.6% 1 5.9% 3,946 17.8%

合　計 14,321 100.0% 6,627 100.0% 273 100.0% 813 100.0% 159 100.0% 17 100.0% 22,210 100.0%

甲殻類

学校給食の対応（甲殻類）

18.318.3

15.815.8

33.033.0

18.018.0

22.622.6

5.95.9

17.817.8

5.85.8

5.15.1

15.815.8

8.98.9

7.57.5

11.811.8

5.85.8

12.512.5

14.314.3

8.18.1

18.918.9

15.115.1

17.617.6

13.213.2

27.627.6

24.424.4

12.812.8

35.235.2

21.421.4

17.617.6

26.726.7

21.021.0

16.916.9

3.73.7

12.312.3

20.120.1

23.523.5

19.219.2

14.914.9

23.423.4

26.726.7

6.86.8

13.213.2

23.523.5

17.317.3

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

a 詳細な献立表対応のみ b 一部弁当対応 c 除去食対応
d 代替食対応 e 給食では提供しない食物 f 特に対応していない
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　木の実類に食物アレルギー・アナフィラキシーのある児童生徒への主な学校給食の対応は、学
校全体では「詳細な献立表対応のみ」が20.8％、「一部弁当対応」が14.3％、「除去食対応」が
20.8％、「代替食対応」が7.9％、「給食では提供しない食物」が15.6％、「特に対応していない」
が20.5％であった。学校種で差はあるものの、「給食では提供しない食物」が11.6～18.7％であっ
た。高等学校では「特に対応していない」が46.9％であった。

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ　詳細な献立
表対応のみ 2,645 18.5% 1,810 27.3% 63 23.1% 71 8.7% 29 18.2% 4 23.5% 4,622 20.8%

ｂ　一部弁当対
応 2,334 16.3% 741 11.2% 7 2.6% 85 10.5% 16 10.1% 2 11.8% 3,185 14.3%

ｃ　除去食対応 3,079 21.5% 1,271 19.2% 24 8.8% 218 26.8% 34 21.4% 3 17.6% 4,629 20.8%

ｄ　代替食対応 1,166 8.1% 510 7.7% 8 2.9% 71 8.7% 8 5.0% 2 11.8% 1,765 7.9%

ｅ　給食では提
供しない食物 2,458 17.2% 770 11.6% 43 15.8% 152 18.7% 28 17.6% 3 17.6% 3,454 15.6%

ｆ　特に対応し
ていない 2,639 18.4% 1,525 23.0% 128 46.9% 216 26.6% 44 27.7% 3 17.6% 4,555 20.5%

合　計 14,321 100.0% 6,627 100.0% 273 100.0% 813 100.0% 159 100.0% 17 100.0% 22,210 100.0%

木の実類

学校給食の対応（木の実類）

18.418.4

23.023.0

46.946.9

26.626.6

27.727.7

17.617.6

20.520.5

17.217.2

11.611.6

15.815.8

18.718.7

17.617.6

17.617.6

15.615.6

8.18.1

7.77.7

2.92.9

8.78.7

5.05.0

11.811.8

7.97.9

21.521.5

19.219.2

8.88.8

26.826.8

21.421.4

17.617.6

20.820.8

16.316.3

11.211.2

2.62.6

10.510.5

10.110.1

11.811.8

14.314.3

18.518.5

27.327.3

23.123.1

8.78.7

18.218.2

23.523.5

20.820.8

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

a 詳細な献立表対応のみ b 一部弁当対応 c 除去食対応
d 代替食対応 e 給食では提供しない食物 f 特に対応していない
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　果物類に食物アレルギー・アナフィラキシーのある児童生徒への主な学校給食の対応は、学校
全体では「詳細な献立表対応のみ」が24.4％、「一部弁当対応」が18.4％、「除去食対応」が
20.3％、「代替食対応」が13.4％、「給食では提供しない食物」が2.6％、「特に対応していない」
が20.8％であった。高等学校では「特に対応していない」が42.1％であった。

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ　詳細な献立
表対応のみ 3,140 21.9% 2,072 31.3% 78 28.6% 86 10.6% 37 23.3% 5 29.4% 5,418 24.4%

ｂ　一部弁当対
応 3,013 21.0% 928 14.0% 7 2.6% 112 13.8% 24 15.1% 4 23.5% 4,088 18.4%

ｃ　除去食対応 2,979 20.8% 1,244 18.8% 36 13.2% 219 26.9% 34 21.4% 2 11.8% 4,514 20.3%

ｄ　代替食対応 1,905 13.3% 852 12.9% 15 5.5% 187 23.0% 23 14.5% 4 23.5% 2,986 13.4%

ｅ　給食では提
供しない食物 398 2.8% 119 1.8% 22 8.1% 34 4.2% 11 6.9% 1 5.9% 585 2.6%

ｆ　特に対応し
ていない 2,886 20.2% 1,412 21.3% 115 42.1% 175 21.5% 30 18.9% 1 5.9% 4,619 20.8%

合　計 14,321 100.0% 6,627 100.0% 273 100.0% 813 100.0% 159 100.0% 17 100.0% 22,210 100.0%

果物類

学校給食の対応（果物類）

20.220.2

21.321.3

42.142.1

21.521.5

18.918.9

5.95.9

20.820.8

2.82.8

1.81.8

8.18.1

4.24.2

6.96.9

5.95.9

2.62.6

13.313.3

12.912.9

5.55.5

23.023.0

14.514.5

23.523.5

13.413.4

20.820.8

18.818.8

13.213.2

26.926.9

21.421.4

11.811.8

20.320.3

21.021.0

14.014.0

2.62.6

13.813.8

15.115.1

23.523.5

18.418.4

21.921.9

31.331.3

28.628.6

10.610.6

23.323.3

29.429.4

24.424.4

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

a 詳細な献立表対応のみ b 一部弁当対応 c 除去食対応
d 代替食対応 e 給食では提供しない食物 f 特に対応していない
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　魚類に食物アレルギー・アナフィラキシーのある児童生徒への主な学校給食の対応は、学校全
体では「詳細な献立表対応のみ」が20.6％、「一部弁当対応」が23.9％、「除去食対応」が
14.5％、「代替食対応」が14.1％、「給食では提供しない食物」が1.5％、「特に対応していない」
が25.4％であった。

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ　詳細な献立
表対応のみ 2,583 18.0% 1,806 27.3% 81 29.7% 71 8.7% 27 17.0% 4 23.5% 4,572 20.6%

ｂ　一部弁当対
応 3,878 27.1% 1,258 19.0% 7 2.6% 122 15.0% 35 22.0% 5 29.4% 5,305 23.9%

ｃ　除去食対応 2,083 14.5% 924 13.9% 26 9.5% 165 20.3% 19 11.9% 2 11.8% 3,219 14.5%

ｄ　代替食対応 2,006 14.0% 886 13.4% 24 8.8% 192 23.6% 22 13.8% 2 11.8% 3,132 14.1%

ｅ　給食では提
供しない食物 220 1.5% 75 1.1% 16 5.9% 17 2.1% 7 4.4% 0 0.0% 335 1.5%

ｆ　特に対応し
ていない 3,551 24.8% 1,678 25.3% 119 43.6% 246 30.3% 49 30.8% 4 23.5% 5,647 25.4%

合　計 14,321 100.0% 6,627 100.0% 273 100.0% 813 100.0% 159 100.0% 17 100.0% 22,210 100.0%

魚類

学校給食の対応（魚類）

24.824.8

25.325.3

43.643.6

30.330.3

30.830.8

23.523.5

25.425.4

1.51.5

1.11.1

5.95.9

2.12.1

4.44.4

1.51.5

14.014.0

13.413.4

8.88.8

23.623.6

13.813.8

11.811.8

14.114.1

14.514.5

13.913.9

9.59.5

20.320.3

11.911.9

11.811.8

14.514.5

27.127.1

19.019.0

2.62.6

15.015.0

22.022.0

29.429.4

23.923.9

18.018.0

27.327.3

29.729.7

8.78.7

17.017.0

23.523.5

20.620.6

0.00.0

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

a 詳細な献立表対応のみ b 一部弁当対応 c 除去食対応
d 代替食対応 e 給食では提供しない食物 f 特に対応していない
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　ゴマに食物アレルギー・アナフィラキシーのある児童生徒への主な学校給食の対応は、学校全
体では「詳細な献立表対応のみ」が20.2％、「一部弁当対応」が14.4％、「除去食対応」が
21.3％、「代替食対応」が6.1％、「給食では提供しない食物」が1.0％、「特に対応していない」
が37.0％であった。全学校種において、「特に対応していない」が最多であった。

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ　詳細な献立
表対応のみ 2,523 17.6% 1,765 26.6% 75 27.5% 80 9.8% 30 18.9% 4 23.5% 4,477 20.2%

ｂ　一部弁当対
応 2,275 15.9% 801 12.1% 7 2.6% 88 10.8% 18 11.3% 3 17.6% 3,192 14.4%

ｃ　除去食対応 3,252 22.7% 1,181 17.8% 34 12.5% 231 28.4% 32 20.1% 5 29.4% 4,735 21.3%

ｄ　代替食対応 836 5.8% 444 6.7% 5 1.8% 61 7.5% 8 5.0% 0 0.0% 1,354 6.1%

ｅ　給食では提
供しない食物 145 1.0% 60 0.9% 17 6.2% 4 0.5% 2 1.3% 0 0.0% 228 1.0%

ｆ　特に対応し
ていない 5,290 36.9% 2,376 35.9% 135 49.5% 349 42.9% 69 43.4% 5 29.4% 8,224 37.0%

合　計 14,321 100.0% 6,627 100.0% 273 100.0% 813 100.0% 159 100.0% 17 100.0% 22,210 100.0%

ゴマ

学校給食の対応（ゴマ）

36.936.9

35.935.9

49.549.5

42.942.9

43.443.4

29.429.4

37.037.0

1.01.0

0.90.9

6.26.2

0.50.5

1.31.3

1.01.0

5.85.8

6.76.7

1.81.8

7.57.5

5.05.0

6.16.1

22.722.7

17.817.8

12.512.5

28.428.4

20.120.1

29.429.4

21.321.3

15.915.9

12.112.1

2.62.6

10.810.8

11.311.3

17.617.6

14.414.4

17.617.6

26.626.6

27.527.5

9.89.8

18.918.9

23.523.5

20.220.2

0.00.00.00.0

0 10080604020 （％）

全体

中等教育学校

義務教育学校

特別支援学校

高等学校

中学校

小学校

a 詳細な献立表対応のみ b 一部弁当対応 c 除去食対応
d 代替食対応 e 給食では提供しない食物 f 特に対応していない
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　　　問15で選択肢a、bのいずれかに回答された学校にお尋ねします。学校給食における食物
アレルギー・アナフィラキシー対応における課題について、該当する選択肢すべてを選んで
ください。

　学校給食における食物アレルギー・アナフィラキシー対応の課題は、学校全体では「都道府県
教育委員会の理解が乏しい」が1.2％、「市区町村教育委員会の理解が乏しい」が6.6％、「学校
の管理職の理解が乏しい」が2.9％、「学校の教職員間での理解が乏しい」が14.9％、「上記のい
ずれでもない」が53.8％、「課題はない」が26.1％であった。半数以上の学校が、aからdの選
択肢には分類されない何らかの課題を抱えている。

問20

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校 中等教育学校 全体

学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％ 学校数 ％

ａ　都道府県教
育委員会の理解
が乏しい

175 1.2% 73 1.1% 3 1.1% 22 2.7% 1 0.6% 0 0.0% 274 1.2%

ｂ　市区町村教
育委員会の理解
が乏しい

1,009 7.0% 434 6.5% 1 0.4% 12 1.5% 8 5.0% 2 11.8% 1,466 6.6%

ｃ　学校の管理
職の理解が乏し
い

416 2.9% 196 3.0% 5 1.8% 30 3.7% 8 5.0% 0 0.0% 655 2.9%

ｄ　学校の教職
員間での理解が
乏しい

2,029 14.2% 1,040 15.7% 36 13.2% 167 20.5% 32 20.1% 4 23.5% 3,308 14.9%

ｅ　上記のいず
れでもない 7,798 54.5% 3,497 52.8% 141 51.6% 434 53.4% 70 44.0% 4 23.5% 11,944 53.8%

ｆ　課題はない 3,703 25.9% 1,751 26.4% 95 34.8% 188 23.1% 51 32.1% 7 41.2% 5,795 26.1%

対象校数 14,321 － 6,627 － 273 － 813 － 159 － 17 － 22,210 －

学校給食における対応の課題

25.9 26.4

34.8

23.1

32.1

41.2

26.1

54.5 52.8 51.6 53.4

44.0

23.5

53.8

14.2 15.7 13.2

20.5 20.1
23.5

14.9
2.9 3.0 1.8 3.7 5.0 2.9

7.0 6.5
0.4 1.5 5.0

11.8
0.0

0.0
6.6

1.2 1.1 1.1 2.7 0.6 1.2
0
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（％）

全体中等教育学校義務教育学校特別支援学校高等学校中学校小学校
a 都道府県教
育委員会の理
解が乏しい

b 市区町村教
育委員会の理
解が乏しい

c 学校の管理
職の理解が乏
しい

e 上記のいず
れでもない

f 課題はないd 学校の教職
員間での理解
が乏しい
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ま と め

【都道府県教育委員会・市区町村教育委員会】
１　アレルギー対応に関する委員会の設置状況

　都道府県教育委員会の約半数（51.1％）が単独もしくは学校保健関係の委員会として設置
している。一方で、48.9％の都道府県教育委員会は設置していなかった。設置していない理
由（複数回答）は、「学校単位で委員会を設置し、対応している」が60.9％、「個々の児童生
徒の状況により、個別に対応している」が43.5％であり、各学校の対応に委ねている都道府
県教育委員会もあることが推測される。また、市区町村教育委員会においては、43.3％が単
独もしくは学校保健関係の委員会として設置しているが、56.7％は設置していなかった。設
置していない理由（複数回答）は、「個々の児童生徒の状況により、個別に対応している」が
58.4％、「学校単位で委員会を設置し、対応している」が51.0％であり、担当者や各学校の
対応に委ねている市区町村教育委員会もあることが推測される。適切な対応推進のためには、
教育委員会において、アレルギー対応委員会を設置することが必要である。

２　学校給食における食物アレルギー対応に関するマニュアルや指針の状況
　マニュアルや指針については、97.9％の都道府県教育委員会が提示しており、市区町村教
育委員会においても90.6％が提示していた。一方で、2.1%の都道府県教育委員会と9.4%の
市区町村教育委員会が提示していなかった。教育委員会は、食物アレルギー対応について一定
の方針を示すとともに、各学校の取組を支援することが必要である。

３　食物アレルギーに対する管理指導表の把握状況
　都道府県教育委員会においては、63.9％が管理指導表の提出件数を把握していたが、記載
内容も把握している教育委員会は27.7%にとどまった。市区町村教育委員会においては、
78.3％が管理指導表の提出件数を把握しており、記載内容も把握している教育委員会は
61.5%であった。教育委員会は所轄する学校の管理指導表の提出件数のみならず記載内容も
含めて把握することが重要である。

４　学校給食の食物アレルギーに関するヒヤリ・ハット事例や事故事例の把握状況
　調査結果（複数回答）によると、都道府県教育委員会において「ヒヤリ・ハット事例の報告
を受けることにしている」が72.3％、「誤食事例の報告を受けることにしている」が87.2％、

「初発事例の報告を受けることにしている」が85.1％であり、市区町村教育委員会において「ヒ
ヤリ・ハット事例の報告を受けることにしている」が70.9％、「誤食事例の報告を受けること
にしている」が73.9％、「初発事例の報告を受けることにしている」が65.8％であった。一方、
ヒヤリ・ハット事例、誤食事例、初発事例のいずれも報告を受けることになっていない都道府
県教育委員会は4.3%、市区町村教育委員会は13.0%であった。都道府県教育委員会は事故及
びヒヤリ・ハット事例の件数及び重大な事例の把握、市区町村教育委員会はすべての事故及び
ヒヤリ・ハット事例の取りまとめとフィードバックが求められる。　
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５　医療機関や医師会との食物アレルギー対応に関する連携体制
　調査結果（複数回答）によると、都道府県教育委員会においては、「教育委員会としての食物
アレルギー対応方針や計画を検討する際に、指導、助言を受けている」（68.1％）、「教育委員会
や学校が主催する研修等で指導等を受けている」（66.0％）などの連携が行われており、連携
していない教育委員会は8.5％であった。市区町村教育委員会においては、「学校から個別事例
として相談のある食物アレルギー対応について、指導、助言を受けている」（37.7％）、「教育委
員会としての食物アレルギー対応方針や計画を検討する際に、指導、助言を受けている」（33.9％）
などの連携が行われており、連携していない教育委員会は約３割（29.2%）であった。「記載内
容に課題のある食物アレルギーに関する管理指導表について検討を行い、医師会等から管理指
導表を記載する医師に対し改善を促してもらっている」都道府県教育委員会は10.6％、市区町
村教育委員会は8.0％であった。教育委員会は、学校単位で連携しにくい医師会等との広域的な
対応や管理指導表の記載内容の向上など、学校への支援を行うことが求められる。

６　消防機関との連携体制
　調査結果（複数回答）によると、都道府県教育委員会においては、「緊急時対応についての
指導、助言を受けている」（38.3％）、「緊急時の対応について話しあっている」（25.5％）な
どの連携が行われており、連携していない教育委員会は38.3%であった。市区町村教育委員
会においては、「食物アレルギー疾患を持つ児童生徒の情報などを提供している」（32.3％）、「緊
急時対応についての指導、助言を受けている」（22.1％）などの連携が行われており、連携し
ていない教育委員会は38.0%であった。両者とも４割近くが連携されていないが、教育委員
会は、学校単位で連携しにくい消防機関との広域的な対応など、学校への支援を行うことが求
められる。

７　アレルギー対応に関する研修会
　令和３年度の教育委員会主催のアレルギー対応に関する研修については、都道府県教育員会
が63.8%、市区町村教育委員会が17.3%行っていた。研修を行っていない都道府県教育委員
会は36.2％、市区町村教育委員会は82.7％であった。教育委員会は、アレルギー対応委員会
を設置し、研修会等の実施・支援を行うことが求められる。

８　学校給食における食物アレルギー・アナフィラキシー対応における課題
　調査結果（複数回答）によると、都道府県教育委員会における主な課題は、「アレルギー専
用調理室や専用調理コーナーがない」74.5％、「アレルギー対応のための人員配置や役割分担
がされていない」66.0％、「アレルギー専用機器がない」44.7％であり、市区町村教育委員
会における主な課題は、「アレルギー専用調理室や専用調理コーナーがない」48.9％、「アレ
ルギー専用機器がない」35.8％、「アレルギー対応のための人員配置や役割分担がされていな
い」30.0％であった。両者とも、施設整備等のハード面や人的なソフト面での課題を抱えて
いることが示唆された。また、「課題はない」と回答した都道府県教育委員会は2.1％、市区
町村教育委員会は12.6%であることから、多くの教育委員会において、学校給食における食
物アレルギー対応に関する課題を抱えていることが推察される。各教育委員会において、ハー
ド面やソフト面での課題を解消するための取組が求められる。
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【学　校】
１　アレルギー疾患の有病率

　アレルギー疾患の有病率は、「アレルギー性鼻炎」が17.5 （12.8）%、「アレルギー性結膜炎」
が6.5（5.5）%、「アトピー性皮膚炎」が5.5（4.9）%、「ぜん息」が4.5（5.8）%、「食物アレ
ルギー」が6.3（4.5）%、「アナフィラキシー」が0.62（0.48）%であり、平成25年度調査と
比較すると、「ぜん息」は減少していたが、その他は増加していた。
　また、エピペンの保持者も0.48 （0.26）%と増加していた。エピペンの保持者は、アナフィ
ラキシー患者数の約８割にとどまっている。
※（　　）内は平成25年度調査結果

２　エピペンの使用状況
　令和３年４月１日～令和４年３月31日までの間のエピペン使用者については、救急救命士
による注射が31.9%、学校職員による注射が28.5%、本人による自己注射が23.7%、保護者
による注射が15.9%であった。
　校種別に見ると、本人による自己注射は、小学校13.1%、中学校27.9%、高等学校58.7%
であり、学年が上がるにつれて割合が高くなっている。
　また、エピペンを処方されている児童生徒がアナフィラキシーの状態にあり、本人がエピペン
を使用できない場合に、「立場や職種に関係なく誰もが直ちに注射することになっている」学校
は全体で約９割であった。学校においては、誰もが直ちに注射できるようにしておくことが重要
である。
　エピペンの管理・保管については、どの校種も「エピペンは学校で管理・保管せず、本人の
保管（携帯）状況を管理している」学校が一番多く全体では50.5％であった。次いで多かっ
たのは、「エピペンは学校で管理・保管するとともに、本人も別にエピペンを保管（携帯）す
るように求めている」で、全体では32.1％であったが、「学校で管理・保管せず、本人の保管
状況を管理していない」学校が3.3%あった。エピペンの管理・保管については、保護者、本人、
主治医、学校医、学校薬剤師等と十分な協議を行い、適切な対応を行うことが求められる。
　エピペンの保管場所は、本人のランドセルや机、ロッカー等に保管しているケースが一番多
く、次いで、職員室、保健室の順であった。
　教職員間におけるエピペンの保管場所の情報共有については、すべての教職員で共有してい
る割合が全体で９割以上であったが、2.6%は各人に任されている状況であった。保管場所に
ついても、全教職員で情報共有を図ることが重要である。

３　学校生活管理指導表の活用
　エピペン保持者の管理指導表の提出者率は、全体で90.1％であった。平成25年度調査では、
提出者率が23.4%であったことと比較すると、エピペン保持者については、管理指導表の提
出により正確な情報の共有と個々の状況に対応した取組が以前より行われるようになっている
ことが推察される。
　また、「食物アレルギーに対する管理指導表の提出者」について、管理指導表に記載された
原因食物・除去根拠等の記載内容だけでは対応が困難で、令和４年度の対応として年度初め等
に主治医等に問い合わせた件数（児童生徒１人に対し１件）が1,894件あり、管理指導表から
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のより正確な実態把握と主治医等との連携の必要性も明らかになった。

４　食物アレルギーにおける原因食物（アレルゲン）の状況
　食物アレルギーにおける原因食物（アレルゲン）については、全体で、鶏卵（25.8%）、果
物類（25.0%）、甲殻類（14.9%）、木の実類（12.4%）、ピーナッツ（11.2%）、牛乳・乳製
品（11.1%）の順に多かった。

５　学校における保健管理の取組状況
（１）アレルギー対応に関する委員会の設置

　学校におけるアレルギー対応に関する委員会については、「単独で設置している」または「単
独ではないが設置している」を合わせると、小学校、特別支援学校、義務教育学校で８割以
上、中学校、中等教育学校で７割以上であったが、高等学校では、約６割が設置されていな
かった。

（２）アレルギー疾患の対応に関する研修
　令和３年度のアレルギー疾患対応に関する校内研修については、全体で64.1％が実施し
ていた。校種別にみると、高等学校、特別支援学校以外は６～７割実施していた。
　平成25年度調査では、「年１回以上は、全職員を対象に、アレルギー疾患に関する校内研
修会を行っている」が27.3％であったことと比較すると、各学校における校内研修の実施
の割合は増加している。
　また、エピペンの取り扱いに関する実習を行った割合は、全体で64.4％であった。平成
25年度調査では、「年１回以上は、全職員を対象に、エピペンの取扱いに関する校内実習を
行っている」が20.4％であったことと比較すると、校内で実習が行われている割合も増加
している状況が伺える。
　しかし、アナフィラキシーに関する緊急対応の模擬訓練の実施については、全体で
26.8％であった。緊急時に適切な対応を行うためには、日頃からの準備と緊急時に適切な
行動ができるようにするための訓練が必要である。校内研修等で、エピペンの取り扱いに関
する実習とあわせて模擬訓練を実施するなど、内容の充実を図ることが望まれる。

（３）外部機関等との連携
　外部機関等との連携は、主治医との連携が一番多く、全体で57.4%であった。平成25年
度調査では、「主治医あるいは学校医と連携して具体的な取組を行っている」が44.3％であ
り、連携の割合は増加していた。
　また、「消防機関と連携している（エピペンを所持している児童生徒の情報を消防機関に
提供している）」が33.5%であったが、平成25年度調査では、「エピペンを所持している児
童生徒の情報を消防機関に提供している」が16.8％であり、増加傾向ではあるものの、緊
急時の対応の充実を図るためにも、主治医や学校医、消防機関等と連携することが重要であ
る。
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（４）アレルギー疾患への対応や特別に配慮を行っている事項
　ぜん息については、平成25年度調査と同様に、「宿泊を伴う校外活動について配慮してい
る」割合が高く、アトピー性皮膚炎は、「水泳の際に配慮している」割合が高い。
　また、アレルギー性鼻炎・結膜炎については、「特に花粉の飛散時期やホコリの多い日等
の屋外活動への配慮」、「水泳指導について配慮している」、「持参薬の学校での使用に関して
支援・援助している」がいずれも３割程度である。
　食物アレルギー・アナフィラキシーについては、「宿泊を伴う校外活動について配慮して
いる」、「食物・食材を扱う授業・活動について配慮している」、「緊急時の対応や連絡体制に
ついて、学校、保護者、医療機関等で共通理解を図っている」、「緊急対応薬（エピペンを含
む。）の確認をしている」はいずれも８割以上であり、多くの項目で対応や配慮がなされて
いた。

６　学校給食
（１）令和４年度初めの食物アレルギー・アナフィラキシーに関する面談の実施状況

　調査結果（完全給食及び補食給食を実施している学校）によると、面談を「食物アレルギー・
アナフィラキシーを有する全員に行った」が30.9％、「食物アレルギー・アナフィラキシー
を有する者のうち、必要な者のみに行った」が56.1％であった。「面談を行っていない」学
校は12.9％であったが、この中には管理指導表の提出がなかった学校も含まれる。なお、
学校給食において食物アレルギー対応を行う場合は、管理指導表を提出してもらうとともに、
対応開始前の個別面談を必ず行うことが求められる。

（２）食物アレルギー・アナフィラキシーのある児童生徒への学校給食の対応
　調査結果（完全給食及び補食給食を実施している学校）によると、除去食・代替食での対
応が多い食品は、鶏卵（58.3％）、生乳・乳製品（51.9％）であった。詳細な献立表対応
のみと一部弁当対応が多い食品は、魚類（44.5%）、果物類（42.8%）、小麦（40.7%）であっ
た。給食では提供しない割合が多い食品は、ソバ（61.7％）、ピーナッツ（41.7％）であっ
た。対応の傾向が学校によってばらつきがある食品は、甲殻類、木の実類、ゴマであった。
なお、木の実類アレルギー（特にクルミとカシューナッツ）が急増している状況を踏まえると、
給食での木の実類の提供は初発発症を誘発することも考えられるため、注意が必要である。
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資　料

令和４年度アレルギー疾患に関する調査票

（回答者情報）

教育委員会名

都道府県（コード）

※以下表より選択してください

ご連絡先

電話番号（ハイフン不要）

E-mail

＜都道府県コード表＞

北海道 01 青森県 02 岩手県 03 宮城県 04 

秋田県 05 山形県 06 福島県 07 茨城県 08 

栃木県 09 群馬県 10 埼玉県 11 千葉県 12 

東京都 13 神奈川県 14 新潟県 15 富山県 16 

石川県 17 福井県 18 山梨県 19 長野県 20 

岐阜県 21 静岡県 22 愛知県 23 三重県 24 

滋賀県 25 京都府 26 大阪府 27 兵庫県 28 

奈良県 29 和歌山県 30 鳥取県 31 島根県 32 

岡山県 33 広島県 34 山口県 35 徳島県 36 

香川県 37 愛媛県 38 高知県 39 福岡県 40 

佐賀県 41 長崎県 42 熊本県 43 大分県 44 

宮崎県 45 鹿児島県 46 沖縄県 47 

都道府県教育委員会調査

次ページから設問がはじまります
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c 
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f 

3

a 

b 

c 

a 

b 

c 

5 2021 3

A B

a ヒヤリ・ハット事例の報告を受けることにしている

b 誤食事例の報告を受けることにしている

c 初発事例の報告を受けることにしている

d ヒヤリ・ハット事例、誤食事例、初発事例のいずれも報告を受けることになっ

ていない

問 6 問 5 で学校給食における食物アレルギーのヒヤリ・ハット事例等の報告を受け

ることにしている（選択肢 a,b,c）と回答された教育委員会にお尋ねします。各事

例の報告件数（管轄の学校に限る）について、以下表のとおりお答えください。該

当者がいない時は「０」と記入してください。各事例のうち、報告を受けること

になっていない項目については「－」と記入してください。

2021（令和 3）年度報告件数

ヒヤリ・ハット事例 件

誤食事例 件

初発事例 件

問 7 問 6 で学校給食における食物アレルギーのヒヤリ・ハット事例等の報告を受けた

教育委員会にお尋ねします。各事例の報告を受けた後の対応について、最も近いも

のを１つ選んでください。

a 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等に報告するとともに、問題

点の検討や対応の見直しを行っている

b 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等に報告はしているが、問題

点の検討や対応の見直しは行っていない

c 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等に報告はしていないが、問

題点の検討や対応の見直しは行っている

d 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等への報告、問題点の検討や

対応の見直しのいずれも行っていない

e 各学校に対し、ヒヤリハット事例等の情報共有をしている

問 8 問 5 で学校給食における食物アレルギーのヒヤリ・ハット事例等の報告を受ける

ことになっていない教育委員会（回答 d）にお尋ねします。教育委員会でヒヤリ・

ハット事例等の報告を受けていない理由について、最も近いものを１つ選んでくだ

さい。

a 学校が、自身の設置するアレルギー対応検討委員会等に報告するとともに、問

題点の検討や対応の見直しを行うことになっているため

b 学校給食を提供している学校がないため

c 食物アレルギーの児童生徒が在籍していないため

d 必要性を感じないため

e 上記のいずれでもない

次ページにつづく
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問 9 教育委員会と医療機関や医師会との食物アレルギー対応に関する連携体制につい

て、該当する選択肢をすべて選んでください。

a 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等の委員になっている

b 教育委員会としての食物アレルギー対応方針や計画を検討する際に、指導、助

言を受けている

c 学校から個別事例として相談のある食物アレルギー対応について、指導、助言

を受けている

d 記載内容に課題のある食物アレルギーに対する管理指導表について検討を行

い、医師会等から管理指導表を記載する医師に対し改善を促してもらっている

e 教育委員会や学校が主催する研修等で指導等を受けている

f 緊急時の受診医療機関の調整を行っている

g 連携していない

問 10 消防機関との連携体制について、該当する選択肢をすべて選んでください。

a 緊急時対応についての指導、助言を受けている

b 平時における市区町村教育委員会や学校の取組について、指導、助言を受けて

いる（受けられる）

c 食物アレルギー疾患を持つ児童生徒の情報などを提供している

d 緊急時の対応について話しあっている

e その他（ ）

f 連携していない

問 11 2021（令和３）年度の教育委員会主催のアレルギー対応に関する研修につい

て、該当する選択肢を選んでください。

a アレルギー疾患に関する研修を行った

b 研修は行わなかった

問 12 問 11 で研修を行った（選択肢 a）と回答された教育委員会にお尋ねします。

研修会の開催方式について、最も近いものを１つ選んでください。

a 対面形式で開催した

b オンライン形式で開催した

c 対面とオンライン形式の併用で開催した

d その他（ ）

次ページにつづく

問 13 問 11 で研修を行った（選択肢 a）と回答された教育委員会にお尋ねします。

アレルギー対応に関する研修等における教材の活用状況について、該当する選択肢

をすべて選んでください。

a 文部科学省のホームページで公開している「学校におけるアレルギー疾患対応

の基本的な考え方」等の研修資料（スライド）を活用した

b 文部科学省のホームページで公開している「学校におけるアレルギー疾患対応

の基本的な考え方」等の映像資料（YouTube・DVD 等）を活用した

c 文部科学省のホームページで公開している「自治体等の事例」を活用した

d その他（ ）

e 教材は特に活用しなかった

問 14 学校におけるアレルギー疾患への対応に関する都道府県教育委員会での取組に

ついて、該当する選択肢をすべて選んでください。

a 各学校に対して、アレルギー疾患に関する研修会を継続的に行うよう指導して

いる

b 各学校に対して、アレルギー疾患に関する委員会を設置するよう指導している

c 学校におけるアレルギー対応については、統一した方針は示しておらず、各学

校の判断に委ねている

問 15 学校給食における食物アレルギー・アナフィラキシー対応における課題につい

て、該当する選択肢すべてを選んでください。

a アレルギー専用調理室や専用調理コーナーがない

b アレルギー専用機器がない

c アレルギー対応のための人員配置や役割分担がされていない

d アレルギー対応のための経験や知識が乏しい

e 共同調理場方式等で代替食や除去食対応の給食が提供されていない

f 上記のいずれでもない

g 課題はない

調査へのご協力ありがとうございました。

令和４年度アレルギー疾患に関する調査票

（回答者情報）

教育委員会名

都道府県（コード）

※以下表より選択してください

ご連絡先

電話番号（ハイフン不要）

E-mail

＜都道府県コード表＞

北海道 01 青森県 02 岩手県 03 宮城県 04 

秋田県 05 山形県 06 福島県 07 茨城県 08 

栃木県 09 群馬県 10 埼玉県 11 千葉県 12 

東京都 13 神奈川県 14 新潟県 15 富山県 16 

石川県 17 福井県 18 山梨県 19 長野県 20 

岐阜県 21 静岡県 22 愛知県 23 三重県 24 

滋賀県 25 京都府 26 大阪府 27 兵庫県 28 

奈良県 29 和歌山県 30 鳥取県 31 島根県 32 

岡山県 33 広島県 34 山口県 35 徳島県 36 

香川県 37 愛媛県 38 高知県 39 福岡県 40 

佐賀県 41 長崎県 42 熊本県 43 大分県 44 

宮崎県 45 鹿児島県 46 沖縄県 47 

市区町村教育委員会調査
（指定都市教育委員会を含みます。）

次ページから設問がはじまります
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a ヒヤリ・ハット事例の報告を受けることにしている

b 誤食事例の報告を受けることにしている

c 初発事例の報告を受けることにしている

d ヒヤリ・ハット事例、誤食事例、初発事例のいずれも報告を受けることになっ

ていない

問 6 問 5 で学校給食における食物アレルギーのヒヤリ・ハット事例等の報告を受け

ることにしている（選択肢 a,b,c）と回答された教育委員会にお尋ねします。各事

例の報告件数（管轄の学校に限る）について、以下表のとおりお答えください。該

当者がいない時は「０」と記入してください。各事例のうち、報告を受けること

になっていない項目については「－」と記入してください。

2021（令和 3）年度報告件数

ヒヤリ・ハット事例 件

誤食事例 件

初発事例 件

問 7 問 6 で学校給食における食物アレルギーのヒヤリ・ハット事例等の報告を受けた

教育委員会にお尋ねします。各事例の報告を受けた後の対応について、該当する選

択肢をすべて選んでください。

a 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等に報告するとともに、問題

点の検討や対応の見直しを行っている

b 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等に報告はしているが、問題

点の検討や対応の見直しは行っていない

c 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等に報告はしていないが、問

題点の検討や対応の見直しは行っている

d 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等への報告、問題点の検討や

対応の見直しのいずれも行っていない

e 各学校に対し、ヒヤリハット事例等の情報共有をしている

問 8 問 5 で学校給食における食物アレルギーのヒヤリ・ハット事例等の報告を受ける

ことになっていない教育委員会（回答 d）にお尋ねします。教育委員会でヒヤリ・

ハット事例等の報告を受けていない理由について、最も近いものを１つ選んでくだ

さい。

a 学校が、自身の設置するアレルギー対応検討委員会等に報告するとともに、問

題点の検討や対応の見直しを行うことになっているため

b 学校給食を提供している学校がないため

c 食物アレルギーの児童生徒が在籍していないため

d 必要性を感じないため

e 上記のいずれでもない

次ページにつづく

問 9 教育委員会と医療機関や医師会との食物アレルギー対応に関する連携体制につい

て、該当する選択肢をすべて選んでください。

a 教育委員会が設置するアレルギー対応検討委員会等の委員になっている

b 教育委員会としての食物アレルギー対応方針や計画を検討する際に、指導、助

言を受けている

c 学校から個別事例として相談のある食物アレルギー対応について、指導、助言

を受けている

d 記載内容に課題のある食物アレルギーに対する管理指導表について検討を行

い、医師会等から管理指導表を記載する医師に対し改善を促してもらっている

e 教育委員会や学校が主催する研修等で指導等を受けている

f 緊急時の受診医療機関の調整を行っている

g 連携していない

問 10 消防機関との連携体制について、該当する選択肢をすべて選んでください。

a 緊急時対応についての指導、助言を受けている

b 平時における学校の取組について、指導、助言を受けている（受けられる）

c 食物アレルギー疾患を持つ児童生徒の情報などを提供している

d 緊急時の対応について話しあっている

e その他（ ）

f 連携していない

問 11 2021（令和３）年度の教育委員会主催のアレルギー対応に関する研修につい

て、該当する選択肢を選んでください。

a アレルギー疾患に関する研修を行った

b 研修は行わなかった

問 12 問 11 で研修を行った（選択肢 a）と回答された教育委員会にお尋ねします。

研修会の開催方式について、最も近いものを１つ選んでください。

a 対面形式で開催した

b オンライン形式で開催した

c 対面とオンライン形式の併用で開催した

d その他（ ）

次ページにつづく

問 13 問 11 で研修を行った（選択肢 a）と回答された教育委員会にお尋ねします。

アレルギー対応に関する研修における教材の活用状況について、該当する選択肢を

すべて選んでください。

a 文部科学省のホームページで公開している「学校におけるアレルギー疾患対応

の基本的な考え方」等の研修資料（スライド）を活用した

b 文部科学省のホームページで公開している「学校におけるアレルギー疾患対応

の基本的な考え方」等の映像資料（YouTube・DVD 等）を活用した

c 文部科学省のホームページで公開している「自治体等の事例」を活用した

d その他（ ）

e 教材は特に活用しなかった

問 14 学校におけるアレルギー疾患への対応に関する市区町村教育委員会での取組に

ついて、該当する選択肢をすべて選んでください。

a 各学校に対して、アレルギー疾患に関する研修会を継続的に行うよう指導して

いる

b 各学校に対して、アレルギー疾患に関する委員会を設置するよう指導している

c 学校におけるアレルギー対応については、統一した方針は示しておらず、各学

校の判断に委ねている

問 15 学校給食における食物アレルギー・アナフィラキシー対応における課題につい

て、該当する選択肢すべてを選んでください。

a アレルギー専用調理室や専用調理コーナーがない

b アレルギー専用機器がない

c アレルギー対応のための人員配置や役割分担がされていない

d アレルギー対応のための経験や知識が乏しい

e 共同調理場方式等で代替食や除去食対応の給食が提供されていない

f 上記のいずれでもない

g 課題はない

調査へのご協力ありがとうございました。
p. 1

令和４年度アレルギー疾患に関する調査票

（回答者情報）

学校名

学校種 ※学校種表より選択してください

都道府県（コード）

※都道府県コード表より選択してください

ご連絡先
電話番号（ハイフン不要）

E-mail

＜学校種＞

小学校 1 中学校 2 義務教育学校 3

高等学校 4 中等教育学校 5 特別支援学校 6

＜都道府県コード表＞

北海道 01 青森県 02 岩手県 03 宮城県 04

秋田県 05 山形県 06 福島県 07 茨城県 08

栃木県 09 群馬県 10 埼玉県 11 千葉県 12

東京都 13 神奈川県 14 新潟県 15 富山県 16

石川県 17 福井県 18 山梨県 19 長野県 20

岐阜県 21 静岡県 22 愛知県 23 三重県 24

滋賀県 25 京都府 26 大阪府 27 兵庫県 28

奈良県 29 和歌山県 30 鳥取県 31 島根県 32

岡山県 33 広島県 34 山口県 35 徳島県 36

香川県 37 愛媛県 38 高知県 39 福岡県 40

佐賀県 41 長崎県 42 熊本県 43 大分県 44

宮崎県 45 鹿児島県 46 沖縄県 47

学校調査

次ページから設問がはじまります
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p. 2

（１）基本情報

問１ 学校における児童生徒数、うちアレルギー疾患のある者等の数と管理指導表等の

提出者数、これまでのエピペンの使用実績について、以下表のとおりお答えくださ

い。（数字は、「エピペン使用者」以外は、令和４年９月１日時点の数字を記載してく

ださい。該当者がいない時は「０」と記入してください。）

男子 女子

児童生徒数（人） 人 人

ぜん息

学校が把握している数 人 人

うち管理指導表の提出者数 人 人

うち管理指導表以外の医師からの診断書の提出者数 人 人

アトピー性

皮膚炎

学校が把握している数 人 人

うち管理指導表の提出者数 人 人

うち管理指導表以外の医師からの診断書の提出者数 人 人

アレルギー

性鼻炎（花

粉症含む）

学校が把握している数 人 人

うち管理指導表の提出者数 人 人

うち管理指導表以外の医師からの診断書の提出者数 人 人

アレルギー

性 結 膜 炎

（ 花粉症 含

む）

学校が把握している数 人 人

うち管理指導表の提出者数 人 人

うち管理指導表以外の医師からの診断書の提出者数 人 人

食物アレル

ギー

学校が把握している数 人 人

うち管理指導表の提出者数 人 人

うち管理指導表以外の医師からの診断書の提出者数 人 人

アナフィラ

キシー

学校が把握している数 人 人

うち管理指導表の提出者数 人 人

うち管理指導表以外の医師からの診断書の提出者数 人 人

エピペン保

持者

学校が把握している数 人 人

うち管理指導表の提出者数 人 人

うち管理指導表以外の医師からの診断書の提出者数 人 人

エピペン使

用者

(R3/4/1‐

R4/3/31)

本人による自己注射 人 人

学校職員による注射 人 人

保護者による注射 人 人

救急救命士による注射 人 人

次ページにつづく
p. 3

問２ 問１の「食物アレルギーに対する管理指導表の提出者」がいる方にお尋ねしま

す。回答された数のうち、当該提出者の管理指導表に記載された原因食物・除去根拠

等の記載内容だけでは対応が困難で、令和４年度の対応として年度初め等に、主治医

等に問い合わせをした件数（児童生徒１人に対し１件）をお答えください。該当者が

いない時は「０」と記入してください。

管理指導表に記載された原因食物・除去根拠等の記載内容だけ

では対応が困難で、主治医等に問い合わせをした件数
件

問３ 食物アレルギーにおける原因食物（アレルゲン）別にそれぞれの児童生徒数を、

以下表のとおりお答えください。令和４年９月１日時点の数字を記載してください。

該当者がいない時は「０」と記入してください。

2022 年（R4）

鶏卵 人

牛乳・乳製品 人

小麦 人

ソバ 人

ピーナッツ 人

甲殻類 人

内訳

すべて 人

エビ 人

カニ 人

木の実類 人

内訳

すべて 人

クルミ 人

カシュー 人

アーモンド 人

果物類 人

魚類 人

肉類 人

その他 人
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（２）学校における保健管理の取組状況

問４ 学校におけるアレルギー対応に関する委員会について、最も近いものを１つ選ん

でください。

a 単独で設置している

b 単独では設置していないが、学校保健関係の委員会等として設置している

c 設置していない

問５ 2021（令和３）年度のアレルギー対応に関する校内研修・実習について、該当

する選択肢をすべて選んでください。

a アレルギー疾患に関する校内研修を行った

b エピペンの取扱に関する校内実習を行った

c アナフィラキシーに関する緊急対応の模擬訓練を行った

d 校内研修や実習は行わなかった

問６ 問５で研修等を行った（選択肢 a,b,c のいずれか）と回答された学校にお尋ねし

ます。アレルギー対応に関する研修等の対象者について、最も近いものを１つ選ん

でください。

a 全教職員を対象

b 一部の教職員を対象

c 特に対象を決めていない

問７ 問５で校内研修を行っている（選択肢 a,b,c のいずれか）と回答された学校にお

尋ねします。アレルギー対応に関する研修等における教材の活用状況について、該

当する選択肢をすべて選んでください。

a 文部科学省のホームページで公開している「学校におけるアレルギー疾患対応

の基本的な考え方」等の研修資料（スライド）を活用した

b 文部科学省のホームページで公開している「学校におけるアレルギー疾患対応

の基本的な考え方」等の映像資料（YouTube・DVD 等）を活用した

c 文部科学省のホームページで公開している「自治体等の事例」を活用した

d その他（ ）

e 教材は特に活用しなかった
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問 8 2021（令和 3）年度のアレルギー対応に関する校外研修で教職員が参加したも

のについて、該当する選択肢をすべて選んでください。

a アレルギー疾患に関する対面の校外研修へ参加した

b アレルギー疾患に関する Web の校外研修へ参加した

c アレルギー疾患に関する対面または Web の校外研修の機会はあったが参加し

なかった

d アレルギー疾患に関する対面または Web の校外研修の機会はなかった

問 9 エピペンを処方されている児童生徒がアナフィラキシーの状態にあり、かつ、本

人が自らエピペンを使用できない場合の学校側の対応として、どのような対応を行

うこととなっているか。最も近いものを１つ選んでください。

a 立場や職種に関係なく、誰もが直ちに注射することになっている

b 特定の教職員が直ちに注射することになっている

c その他（ ）

問 10 エピペンの管理・保管について、学校での対応に最も近い項目を１つ選択して

ください。

a エピペンは学校で管理・保管するとともに、本人も別にエピペンを保管（携

帯）するように求めている

b エピペンは学校で管理・保管しており、本人の保管（携帯）は求めていない

c エピペンは学校で管理・保管せず、本人の保管（携帯）状況を管理している

d エピペンは学校で管理・保管はせず、本人の保管状況も管理していない

問 11 問 10 でエピペンを管理・保管されている（選択肢 a,b）と回答された学校に

お尋ねします。エピペンの学校での保管場所について、該当する場所をすべて選ん

でください。

a 本人のランドセルや机、ロッカー等

b 教室の担任教諭の机、ロッカー等

c 教職員室

d 校長室

e 保健室

f その他（ ）
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問 12 教職員間におけるエピペンの保管場所の情報共有について、学校での対応に最

も近い項目を１つ選択してください。

a 保管場所はすべての教職員で共有している

b 保管場所は担任や養護教諭など、一部の教職員が共有している

c エピペンの保管については各人に任されており、学校として統一の対応はして

いない

問 13 食物アレルギー・アナフィラキシー対応に関する外部機関との連携について、

該当する選択肢をすべて選んでください。

a 主治医と連携している

b 学校医と連携している

c 消防機関と連携している（エピペンを所持している児童生徒の情報を消防機関

に提供している）

d 消防機関と連携している（エピペンを所持している児童生徒の情報を消防機関

に提供していない）

e 緊急時連絡医療機関と連携している

f 特に連携を行っていない

問 14 学校でのアレルギー疾患への対応や特別に配慮を行っている事項についてお尋

ねします。

① ぜん息について該当する選択肢すべてを選んでください。

a 管理指導表の提出を必須とし、管理指導表に基づいて対応

b 学校への持参薬の確認をしている

c 持参薬の学校での使用に関して、支援・援助をしている

d 運動（体育・部活動等）への参加について配慮している

e 動物との接触やホコリ等の舞う環境での活動について配慮している

f 宿泊を伴う校外活動について配慮している

g 緊急時の対応や連絡体制について、学校、保護者、医療機関等で共通理解を図

っている

h 特に取組はない
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② アトピー性皮膚炎について該当する選択肢すべてを選んでください。

a 管理指導表の提出を必須とし、管理指導表に基づいて対応

b 学校への持参薬の確認をしている

c 持参薬の学校での使用に関して、支援・援助をしている

d 運動（体育・部活動等）への参加について配慮している

e 水泳指導の際に配慮している

f 動物との接触について配慮している

g 発汗後のスキンケア等について配慮している

h 特に取組はない

③ アレルギー性鼻炎・結膜炎について該当する選択肢すべてを選んでください。

a 管理指導表の提出を必須とし、管理指導表に基づいて対応

b 学校への持参薬の確認をしている

c 持参薬の学校での使用に関して、支援・援助をしている

d 水泳指導について配慮している

e 特に花粉の飛散時期やホコリの多い日等の屋外活動ついて配慮している

f 特に取組はない

④ 食物アレルギー・アナフィラキシーについて該当する選択肢すべてを選んでくだ

さい。

a 管理指導表の提出を必須とし、管理指導表に基づいて対応している

b 緊急対応薬（エピペンを含む。）の確認をしている

c 学校給食喫食時の配慮（席を離す、別室にするなど）をしている

d 食物・食材を扱う授業・活動について配慮している

e 運動（体育・部活動等）への参加について配慮している

f 宿泊を伴う校外活動について配慮している

g 緊急時の対応や連絡体制について、学校、保護者、医療機関等で共通理解を図

っている

h 学級等で、食物アレルギーの理解を深めるための指導等を行っている

i 学校給食等に関する個別的な相談指導を行っている

j 特に取組はない
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（３）学校における給食管理の取組状況

問 15 学校における学校給食の実施状況について、最も近いものを１つ選んでくださ

い。

a 完全給食

b 補食給食

c ミルク給食

d 給食未実施

問 16 問 15 で選択肢 a,b のいずれかに回答された学校にお尋ねします。学校におけ

る学校給食の調理方式について、最も近いものを１つ選んでください。

a 単独調理場方式

b 共同調理場方式

c その他調理方式

問 17 問 15 で選択肢 a,b のいずれかに回答された学校にお尋ねします。令和４年度

初めの食物アレルギー・アナフィラキシーに関する面談の実施状況について、最も

近いものを１つ選んでください。

a 食物アレルギー・アナフィラキシーを有する全員に行った

b 食物アレルギー・アナフィラキシーを有する者のうち、必要な者のみに行った

c 面談は行っていない

問 18 問 17 で面談を実施している（選択肢 a,b）と回答された学校にお尋ねしま

す。面談に参加している職種をすべて選んでください。

a 管理職

b 担任教諭

c 養護教諭

d 栄養教諭・学校栄養職員

e その他（ ）

選択肢 c,d を回答された学校は、ここまでで終了です。
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問 19 問 15 で選択肢 a,b のいずれかに回答された学校にお尋ねします。食物アレル

ギー・アナフィラキシーのある児童生徒への学校給食の対応のうち、食物別に主な

給食対応を選んでください。

主な学校給食の対応

鶏卵 （a, b, c, d, e,f）

生乳・乳製品 （a, b, c, d, e,f）

小麦 （a, b, c, d, e,f）

ソバ （a, b, c, d, e,f）

ピーナッツ （a, b, c, d, e,f）

甲殻類 （a, b, c, d, e,f）

木の実類 （a, b, c, d, e,f）

果物類 （a, b, c, d, e,f）

魚類 （a, b, c, d, e,f）

ゴマ （a, b, c, d, e,f）

【主な学校給食の対応】

a 詳細な献立表対応のみ ：レベル１ （献立表に使用食品等を表示）

b 一部弁当対応 ：レベル２ （弁当持参）

c 除去食対応 ：レベル３ （除去食対応）

d 代替食対応 ：レベル４ （代替食・特別食対応）

e 給食では提供しない食物

f 特に対応していない

問 20 問 15 で選択肢 a,b のいずれかに回答された学校にお尋ねします。学校給食に

おける食物アレルギー・アナフィラキシー対応における課題について、該当する

選択肢すべてを選んでください。

a 都道府県教育委員会の理解が乏しい

b 市区町村教育委員会の理解が乏しい

c 学校の管理職の理解が乏しい

d 学校の教職員間での理解が乏しい

e 上記のいずれでもない

f 課題はない

調査へのご協力ありがとうございました。
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